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香川大学職員の出産・育児支援制度 

 

Ⅰ 妊産婦（妊娠中及び産後1 年以内の女性）が利用できる制度                   P. 3 
 
 １ 保健指導・健康診査                                                               P. 3 

   妊産婦が、勤務時間内に母子保健法の規定による保健指導又は健康診査を受ける 

  場合に請求できる制度（休暇） 
 
 ２ 保健指導・健康診査に基づく指導に対する措置                                       P. 4 

    (1) 妊娠中の通勤緩和 

    (2) 妊娠中の休憩に関する措置 

    (3) 妊娠中又は出産後の症状等に対応する措置 

    (4) 母性健康管理指導事項連絡カードの利用                                          P. 5 
 
 ３ 妊産婦に対する時間外勤務、休日勤務、深夜勤務の免除                               P. 8 

   妊産婦が、時間外勤務、休日勤務及び深夜勤務の免除を請求できる制度 
 

  ４ 妊産婦に対する変形労働時間制勤務免除                                             P. 9 

   妊産婦が、変形労働時間制勤務の免除を請求できる制度 
 
 ５ 産前休暇（本人からの申出による就業禁止）                                         P.10 

   女性職員が、６週間（多胎妊娠の場合にあっては１４週間）以内に出産予定の場 

  合に取得できる制度（休暇） 
 
 ６ 産後休暇 （８週間の就業禁止）                                                    P.11 

   女性職員が、出産（妊娠満１２週以後（８５日以上）の分娩）した場合に、８週 

  間就業を禁止する制度（休暇） 
 

Ⅱ 男性職員が配偶者の産休中又は出産時に利用できる制度                        P.12 
 
 １ 配偶者出産休暇                                                           P.12 

   男性職員が、妻の出産に伴う入院期間中の付き添い等を行う場合に取得できる休暇 

出生サポート休暇

配偶者出産休暇

育児のための早出遅出勤務

育児のためのフレックスタイム制勤務

通勤緩和

保健指導・健康診査（非常勤：保健指導休暇）

妊産婦勤務免除
（時間外勤務・休日勤務・深夜勤務・変形労働時間）

育児のための時間外勤務制限

育児ための深夜勤務制限

産前休暇 産後休暇

出生時育児休業

男性育児参加休暇

保育休暇

育児短時間勤務

育児休業

看護休暇

妊娠 出産 １歳 ３歳 小学校就学

女性のみ

男性のみ

男女共通
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 ２ 男性育児参加休暇                                                                 P.13 

   男性職員が、妻の産前から出産後１年の期間中に、当該出産に係る子又は小学校 

  就学の始期に達するまでの子を養育する場合に取得できる休暇 
 

Ⅲ 職員が育児のために利用できる制度                                            P.14 
 
 １ 保育休暇                                                                         P.14 

   生後１年に達しない子を養育する職員が、授乳等を行う場合に取得できる休暇 
 
 ２ 看護休暇                                                                       P.15 

   子を養育する職員が、子を看護する場合に取得できる休暇 
 
 ３ 育児休業                                                                       P.16 

   ３歳に満たない子を養育する職員が、育児のために休業したい場合に利用できる 

  制度 
 
 ４ 出生時育児休業                                                                   P.23 

   出生後８週間までの子を養育する職員が、育児のために休業したい場合に利用でき 

  る制度 
 
 ５ 育児短時間勤務                                                                   P.27 

   小学校就学の始期に達するまでの子を養育する職員が、勤務時間を短縮して勤務 

  したい場合に利用できる制度 
 
 ６ 育児のための所定外勤務の免除                                                     P.29 

   ３歳に満たない子を養育する職員が、所定外勤務の免除を請求できる制度 
 
 ７ 育児のための時間外勤務の制限                                                     P.31 

   小学校就学の始期に達するまでの子を養育する職員が、時間外勤務の制限（１か月 

  について２４時間、1 年について１５０時間以内）を請求できる制度 
 
 ８ 育児のための深夜勤務の制限                                                       P.35 

   小学校就学の始期に達するまでの子を養育する職員が、深夜勤務（午後10 時から 

  午前５時まで）の制限を請求できる制度 
 
 ９ 育児のための早出遅出勤務                                                         P.38 

   小学校就学の始期に達するまでの子を養育する職員が、１日の勤務時間を変更す 

  ることなく、始業・終業時刻を繰り上げ又は繰り下げて勤務したい場合に利用でき 

  る制度 
 
 10 育児のためのフレックスタイム制勤務                                              P.40 

   小学校就学の始期に達するまでの子を養育する職員が、フレックスタイム制により 

  勤務したい場合に利用できる制度 
 

Ⅳ 職員が不妊治療と仕事の両立のために利用できる制度                          P.43 
 
 １ 出生サポート休暇                                                         P.43 

   不妊治療の通院等のために取得できる休暇 
 

Ⅳ 手続き一覧                                                      P.44 
 
 「子が１歳・３歳に達するまで」･･･それぞれ１歳・３歳の誕生日の前日まで 
 「小学校就学の始期に達するまで」･･･６歳の誕生日の前日の属する年度の３月３１日まで 
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Ⅰ 妊産婦（妊娠中及び産後１年を経過しない女性）が利用できる制度 
 

１ 保健指導・健康診査 

          

常 勤 職 員     ：有給 

非常勤職員：有給 

 
 
 雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等に関する法律（昭和47年法律第113号。以

下「均等法」という。）の規定に基づき、妊娠中又は出産後1年を経過していない女性職員は、勤務時

間内に母子保健法の規定による保健指導又は健康診査を受けるための 時間を請求することができま

す。 
 

 

 対象となる保健指導又は健康診査 

   妊産婦本人を対象に行われる産科に関する診察や諸検査と、その結果に基づいて行われる個人を対象

とした保健指導。 

   また、女性職員が希望する場合には、母親学級や両親学級等の集団での保健指導や歯科健康診査等に

ついても受診できます。 

 

 利用できる期間 

   妊娠中及び産後１年以内の間で、保健指導や健康診査を受けるために必要な時間 
 

                   健康診査の受診時間 

    ※ 健診等に必要な時間とは  保健指導を直接受けている時間   の合計時間 

                   医療機関等での待ち時間 

                   医療機関等への往復時間 

    ※ 健康診査等の受診回数 
 
(１)妊娠中 
  ・妊娠23週まで       4週間に1回 
  ・妊娠24週から35週まで   2週間に1回 
  ・妊娠36週以後出産まで   1週間に1回 
  ※ただし、主治医等の指示がある場合はその指示に従ってください。 
(２)産後（出産後1年以内） 
     産後の経過が正常な場合は、通常産後4週間前後に1回 

     ※ただし、主治医等の指示がある場合はその指示に従ってください。 
 

 

 請求単位 

   １日/１時間/１分（裁量労働制適用者は１日単位のみ） 

 

 手続き 

   （提出書類）休暇簿 

          ・ 常 勤 職 員     ：職務従事義務免除期間 

          ・ 非常勤職員：保健指導休暇 

           ・ 備考欄（休暇の理由等欄）に、「保健指導」（非常勤職員の場合は「保健 

           指導休暇」）及び妊娠中は出産予定年月日（初回のみ）、産後は出産年月 

           日を記入 

   （提 出 先）請求者→所属長→各部局担当事務 

  

  職員就業規則第34条第1項第2号 

 非常勤職員就業規則第31条第１項第17号 

 男女雇用機会均等法第12条 
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２ 保健指導・健康診査に基づく指導に対する措置 
  

   妊娠中又は出産後の女性職員から、保健指導又は健康診査に基づき医師等により指導を受け 

た旨の申出があった場合には、当該指導に基づき、当該職員に対して次のような措置が講じら 

れます。 

 

 (1) 妊娠中の通勤緩和 

 

常 勤 職 員     ：有給 

非常勤職員：有給 

 
 
 医師等により通勤緩和の指導を受けた妊娠中の女性職員が請求した場合は、当該指導に基づき、通

勤緩和のために１日を通じて１時間を超えない範囲内で勤務をしないことができます。 
 

 

 

 

 

 

 利用できる期間 

   妊娠中で、あらかじめ承認された期間（１日を通じて１時間を超えない範囲内） 
 

 請求単位 

   １時間/１分 
 

 手続き 

   （提出書類）① 休暇簿 

            ・ 常 勤 職 員     ：職務従事義務免除期間 

            ・ 非常勤職員：通勤緩和休暇 

            ・ 備考欄（休暇の理由等欄）に、「通勤緩和」（非常勤職員は「通勤緩和 

             休暇」）と記入 

         ② 母性健康管理指導事項連絡カード（(4)参照）又は医師等の診断書 
  

      （提 出 先）請求者→所属長→各部局担当事務 

 

 (2) 妊娠中の休憩に関する措置 
 

 
 妊娠中の女性職員から、作業等が母体又は胎児の健康保持に影響があるとして、医師等により休憩

に関する措置についての指導を受けた旨の申出があった場合は、当該指導に基づき、当該職員に対し

て休憩時間の延長、休憩の回数の増加等の必要な措置が講じられます。 
 

 

 (3) 妊娠中又は出産後の症状等に対応する措置 
 

 
 妊娠中又は出産後１年を経過していない女性職員から、保健指導又は健康診査の結果、医師等によ

りその症状等に関して指導を受けた旨の申出があった場合は、当該指導に基づき、当該職員に対して

作業の制限、勤務時間の短縮、休業等の必要な措置が講じられます。 
 

 

 

 

公共交通機関を使っての通勤のほか、自家用車による通勤も通勤緩和の措置の対象と 

なります。 
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 (4) 母性健康管理指導事項連絡カードの利用 
 

 
  「母性健康管理指導事項連絡カード」は、妊娠中又は出産後の女性職員が医師等から受けた指導事

項及び必要な措置を、事業主（所属長）に正確に伝えるためのカードです。 

  適切な母性健康管理の措置が講じられるようにするため、このカードを利用しましょう。 
 

 

 「母性健康管理指導事項連絡カード」の使用方法 

   ①② 主治医等は、妊産婦に対して、健康診査等の結果、通勤緩和や勤務時間短縮等の措置が必要で

あると認められる程度の指導事項がある場合、「母性健康管理指導事項連絡カード」に必要な事項

を記入して渡します。 

   ③ 妊産婦は、所属長に当該カードを提出して措置を申し出ます。 

   ④ 所属長は、当該カードの記入事項に従って妊産婦と相談の上、前頁２の(１)～(３)の措置を講じま

す。（不明な点については、各部局（学部）事務を通じて、人事企画課までご相談ください。） 

 

 

 

 

 

 

 

   ※ 医師等の診断書でも、必要な措置が講じられます。 

 

 医師等からの指導に基づく措置の例        

             指 示 の 内 容 措 置 内 容（例） 

通勤緩和 ２の（１）のとおり 

休業（自宅療養又は入院加療） 
勤務時間の短縮 

 

（常 勤）病気休暇等による休業・勤務時間の短縮 
（非常勤）病気休暇（無給）又は欠勤等による休業・勤務時

間の短縮 

休憩時間の延長・回数の増加・時間帯の変更 
負担の大きい作業の制限 
長時間の立作業の制限 
同一姿勢を強制される作業の制限 
横になっての休憩 
その他 

医師等の指示に基づき、本人と所属長等とで個々に 

相談し、必要な措置を行う。 
 
 
 
 

     ※ 上記のほか、個々に柔軟な措置を行います。 

 

 

 

 

 

 

 職員就業規則第34条第1項第3号、第43条第2項、第45条第5項 

 非常勤職員就業規則第24条第5項・第6項、第31条第１項第18号 

 男女雇用機会均等法第13条 

 

 「母性健康管理指導事項連絡カード」については、６～７頁の様式をコピーして使うこと

ができます。また、厚生労働省ＨＰからもダウンロードすることができます。 

医師等 

妊娠中又は出産後

の女性職員 

（妊産婦） 

事業主 

（所属長） 

②「母性健康管理指導

連絡カード」の発行 

③「母性健康管理指導連絡

カード」を提出し、措置を

申出 

①受診 ④措置 
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３ 妊産婦に対する時間外勤務、休日勤務、深夜勤務の免除 
 

 
 妊娠中又は出産後１年を経過していない女性職員が請求した場合は、時間外、休日及び深夜時間帯 

（午後10時から午前5時まで）の勤務をさせることはありません。 
 

 

 利用できる期間 

   妊娠中及び出産後１年以内の間で、あらかじめ請求した期間 

 

 請求単位 

   １日 

 

 手続き 

請 求 事 由 請 求 期 限 提 出 書 類 

請求するとき 
 
 
 

事前に 
 
 
 

①妊産婦勤務免除請求書 
②請求に係る出産（予定）年月日が確認できる書類 （母

子手帳の写しなど。以下同じ。）（同一出産（予 定）年月

日で再請求する場合は省略可） 

請求を撤回したいとき 開始予定日の前日まで 妊産婦勤務免除撤回届 

期間中に制度の利用を中止

したいとき 
事前に 
 

妊産婦勤務免除終了届 
 

請求後に、出産したとき 
 

出産後すみやかに 
 

①妊産婦勤務免除出産届 
②請求に係る出産年月日が確認できる書類 

（提出先）請求者→所属長→各部局担当事務→人事企画課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 職員就業規則第48条第2項 

 非常勤職員就業規則第26条第2項 

 労働基準法第66条第2項・第3項 
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４ 妊産婦に対する変形労働時間制勤務免除 
 

 
 妊娠中又は出産後１年を経過していない女性職員が請求した場合は、変形労働時間制の勤務に就かせ

ることはありません。 
 

 

 利用できる期間 

   妊娠中及び出産後１年以内の間で、あらかじめ請求した期間 

 

 請求単位 

   １日 

 

 手続き 

請 求 事 由 請 求 期 限 提 出 書 類 

請求するとき 
 
 
 

事前に 
 
 
 

①妊産婦勤務免除請求書 
②請求に係る出産（予定）年月日が確認できる書類 （母

子手帳の写しなど。以下同じ。）（同一出産（予 定）年月

日で再請求する場合は省略可） 

請求を撤回したいとき 開始予定日の前日まで 妊産婦勤務免除撤回届 

期間中に制度の利用を中止

したいとき 
事前に 
 

妊産婦勤務免除終了届 
 

請求後に、出産したとき 
 

出産後すみやかに 
 

①妊産婦勤務免除出産届 
②請求に係る出産年月日が確認できる書類 

（提出先）請求者→所属長→各部局担当事務→人事企画課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 職員就業規則第48条の2第6項、48条の3 

 医学部附属病院勤務時間規則第4条第5項 

 労働基準法第66条第1項 
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５ 産前休暇（本人からの申出による就業禁止） 

 

常 勤 職 員     ：有給 

非常勤職員：無給 

 
 
 ６週間（多胎妊娠の場合は１４週間）以内に出産する予定の女性職員が申し出た場合は、出産の日ま

での申し出た期間について就業させることはありません。 
 

 

 利用できる期間 

   出産予定日の６週間（多胎妊娠の場合は１４週間）前から出産日までの期間 

   ※ 出産日は産前休暇に含まれます。 

 

 申出単位 

   １日 

 

 手続き 

申 出 事 由 申 出 期 限 提 出 書 類 

申し出るとき 
 
 

事前に 
 
 

①休暇簿（注１） 
②出産予定年月日が確認できる書類 
 （母子手帳の写しなど） 

申出後、出産日が出産予定日より早くなったとき

（注２）又は出産日が出産予定日より遅くなった

とき（注３） 

出産後すみやかに 
 
 

①休暇簿 
②出産年月日が確認できる書類 
 （母子手帳の写しなど） 

 

（注１） 備考欄（休暇の理由等欄）に「産前休暇」及び出産予定年月日を記入してください。 
 
（注２）申出後、出産日が出産予定日より早くなったとき 

    出産日の翌日から出産予定日までの産前休暇取消しの手続きが必要です。休暇簿の期間欄に取り

消す期間、備考欄（休暇の理由等欄）に「産前休暇の取消し」及び出産年月日をすべて朱書きのうえ、

再度提出してください。 
 
  （注３）申出後、出産日が出産予定日より遅くなったとき 

    出産予定日の翌日から出産日までの産前休暇延長の手続きが必要です。休暇簿の期間欄に延長す

る期間、備考欄（休暇の理由等欄）に「産前休暇の延長」及び出産年月日をすべて朱書きのうえ、再

度提出してください。 

   

（提出先）申出者→所属長→各部局担当事務→人事企画課（各提出書類の写し） 

 

 

 

 

 

 

 職員就業規則第59条第1項第5号（特別休暇） 

 非常勤職員就業規則第31条第2項第1号（無給休暇） 

 労働基準法第65条第1項 

  



11 

６ 産後休暇（就業禁止） 

 

常 勤 職 員     ：有給 

非常勤職員：無給 

 
 
 女性職員が出産した場合、出産の日の翌日から８週間の間は当該女性職員を就業させることはできま

せん（就業禁止）。 

 ただし、産後６週間を経過した女性職員が申し出て、医師が支障ないと認めた業務に就く期間を除き

ます（※産後６週間については強制的な休業）。 
 

 

 就業禁止期間（届出単位） 

   出産日の翌日から８週間の期間 
 
    ※ ただし、出産日の翌日から６週間経過後、休暇前の業務（原職）に復帰することにつき医師が

支障ないと認めた場合は、本人からの申出により復帰することができます。 

     （この場合の申出単位は１日） 

 

 

 

 

 

 手続き 

届出（申出）事由 届出（申出）期限 提 出 書 類 

出産したとき 
 

出産後すみやかに 
 

①休暇簿（注１） 
②出産年月日が確認できる書類（母子手帳の写しなど） 

出産日の翌日から６週間を経過

し、８週間を経過する日までの

期間中に復帰を希望するとき 

復帰希望日の前日ま

でに 
 
 

①産後早期復帰申出書 
②医師の診断書（注２） 
③休暇簿（注３） 
 

 

  （注１） 備考欄（休暇の理由等欄）に「産後休暇」及び出産年月日を記入してください。 
               
  （注２） 復帰には、休暇前の業務（原職）に復帰することにつき支障がない旨具体的に業務内容を記載し

た医師の診断書が必要です。 
 
  （注３） すでに８週間の産後休暇を届け出ている場合は、復帰日から休暇終了日までの期間の休暇の取消

しが必要です。休暇簿の期間欄に取り消す期間、備考欄（休暇の理由等欄）に「産後休暇の取消し

（早期復帰）」とすべて朱書きのうえ、再提出してください。 

 

（提出先）申出者→所属長→各部局担当事務→人事企画課（休暇簿は写し） 

 

 職員就業規則第59条第1項第6号（特別休暇） 

 非常勤職員就業規則第31条第2項第2号（無給休暇） 

 労働基準法第65条第2項 

 

  注意 「出産」とは、妊娠満１２週以後（８５日以上）の分娩をいい、死産の場合も 

   産後８週間は就業禁止です。      

産後休暇（出産日の翌日から８週間の就業禁止）

産後休暇（出産日の翌日から６週間の就業禁止） 早期復帰可能期間

原則

特例
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Ⅱ 男性職員が配偶者の産休中又は出産時に利用できる制度 
 

１ 配偶者出産休暇 

 

常 勤 職 員     ：有給 

非常勤職員：有給 

 
 
 職員の妻（事実上の婚姻関係と同様の事情にある者を含む。）が出産する場合で、職員が妻の出産に

伴う入院期間中の付き添い等をする場合に、配偶者出産休暇を取得することができます。 
 

 

 

 利用できる期間 

   妻の出産に係る入院等の日から当該出産の日後２週間を経過する日までの間において 

  ２日の範囲内の期間 

 

 取得単位 

   １日/１時間/１分（裁量労働制適用者は１日単位のみ） 

 

 手続き 

   （提出書類）休暇簿 

      ※ 残日時数欄には付与（限度）日数から当該取得日時数を差し引いた 

日時数を記入 

          ※ 備考欄（休暇の理由等欄）に「配偶者出産休暇」及び妻の出産（予定）           

年月日を記入 
 

（提 出 先）取得者→所属長→各部局担当事務 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

職員就業規則第59条第1項第9号（特別休暇） 

非常勤職員就業規則第31条第1項第7号（有給休暇） 

  

 入院もしくは退院の際の付添い、出産時の付添い、出産に係る入院中の世話、子の出生の届

出などで、この休暇が利用できます。 
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２ 男性育児参加休暇 

 

常 勤 職 員     ：有給 

非常勤職員：有給 

 
 
 職員の妻が出産する場合であって、その出産予定日の６週間（多胎妊娠の場合は１４週間）前の日か

ら当該出産の日以後１年を経過する日までの期間にある場合において、当該出産に係る子又は小学校就

学の始期に達するまでの子（養子及び法律上の親子関係に準ずる関係にある子及び妻の子を含む。）を

養育する職員が、これらの子を養育する場合に、男性育児参加休暇を取得することができます。 
 

 

 

 利用できる期間 

   妻の出産予定日の６週間（多胎妊娠の場合は１４週間）前の日から当該出産の日以後１年を経過する

日までの期間内において５日 

  （第一子の場合は、妻の出産の日以後１年を経過する日までの期間内において５日） 
 

  「小学校就学の始期に達するまで」・・・６歳の誕生日の前日の属する年度の３月３１日まで 

 

 取得単位 

   １日/１時間/１分（裁量労働制適用者は１日単位のみ） 

 

 手続き 

   （提出書類）休暇簿 

           ※ 残日時数欄には付与（限度）日数から当該取得日時数を差し引いた日時数 

        を記入 

          ※ 備考欄（休暇の理由等欄）に「男性育児参加休暇」、妻の出産（予定）           

年月日及び対象となる子の生年月日を記入 
 

   （提 出 先）取得者→所属長→各部局担当事務 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 職員就業規則第59条第1項第10号（特別休暇） 

 非常勤職員就業規則第31条第1項第8号（有給休暇） 

 

  

 生まれた子への授乳、付添い、上の子の保育所等への送迎など、出産に係る子や小学校就学

の始期に達するまでの上の子の生活上の一般的な世話をする際に、この休暇が利用できます。 
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Ⅲ 職員が育児のために利用できる制度 

 

１ 保育休暇 

 

常 勤 職 員     ：有給 

非常勤職員：有給 

 
 
 生後１年に達しない子を育てる職員が、授乳等を行う場合は、１日２回それぞれ３０分以内の期間、

休暇を取得することができます。 

  ※「子」･･･養子及び法律上の親子関係に準ずる関係にある子を含む。 
 

 

 利用できる期間 

   子が１歳に達する（１歳の誕生日の前日）までの、１日２回それぞれ３０分以内の期間 

      ※ １日の勤務時間が４時間以内の場合は、上記にかかわらず１日１回のみ 

 

 取得単位 

   １分 

 

 手続き 

   （提出書類）① 休暇簿 

              ※ 備考欄（休暇の理由等欄）には「保育休暇」と記入 

          ② 対象となる子の生年月日が確認できる書類（母子手帳の写しなど） 
                 

   （提 出 先）取得者→所属長→各部局担当事務 

 

 

 

 

 

 

 

 職員就業規則第59条第1項第7号（特別休暇） 

 非常勤職員就業規則第31条第1項第5号（有給休暇） 

 労働基準法第67条 

  

 子への授乳のほか、託児所への送り迎えなど、子のための一般的な世話をする際にこの休暇

が利用できます。  

 Ｑ＆A 

 Ｑ１．休憩時間の前後(例：休憩 12:00～13:00 の場合の 11:30～12:00 及び 13:00～13:30) 

や勤務時間の始め又は終わり（例：勤務時間 8:30～17:15 の場合の 8:30～9:00 及び 

  16:45～17:15）に保育休暇が認められますか？ 

 Ａ１．当該時間について育児の実態が認められる場合は、当該休暇を取得できます。 
 
 Ｑ２．１回 30 分×２回を１回１時間にまとめることができますか？ 

 Ａ２．やむを得ない事情があると認められる場合は、まとめることができます。 

   



15 

２ 看護休暇 

 

常 勤 職 員     ：有給 

非常勤職員：有給 

 
 
 子（配偶者の子を含む。）を養育する職員が申し出た場合は、一の年度において５日（子が２人以上

の場合は１０日）を限度として、負傷し、又は疾病にかかったあるいは疾病の予防を図るために必要な

その子の世話を行うための休暇を取得することができます。 

  ※「子」･･･養子及び法律上の親子関係に準ずる関係にある子を含む。 
 

 

 

 

 

 

 利用できる期間 

   一の年度において５日（子が２人以上の場合は１０日）の範囲内の期間 
   

 
 看護休暇の付与日数は、申出時点の子の人数で判断します。 

 例えば、子どもが年度の途中で生まれ、子が２人となった場合は、年度の途中であっても、その

年度におけるそれまでの付与日数と合計して年１０日までの休暇を取得することができます。 

 また、子どもが途中で亡くなった場合などの理由により子が１人となった場合は、付与日数が減

少します。 

 なお、付与日数が減少する場合に、同一の年度において既に取得した看護休暇の日数が付与日数

を上回る場合であっても、既に取得した当該休暇は有効であり、当該上回る日数について、遡及し

て不就業と取り扱うことはありません。 
 

 
 
 対象となる子が２人以上の場合に、同一の子の看護のために年１０日の看護休暇を利用すること

もできます。 
 

 

 申出単位 

   １日/１時間/１分（裁量労働制適用者は１日単位のみ）     

       

 手続き 

   （提出書類）休暇簿 

          ※ 残日数欄には付与（限度）日数から当該取得日時数を差し引いた日時数を記入 

          ※ 備考欄（休暇の理由等欄）には「看護休暇」と記入 
 

   （提 出 先）申出者→所属長→各部局担当事務       

 

 

 

 職員就業規則第59条第1項第8号（特別休暇） 

 非常勤職員就業規則第31条第1項第6号（有給休暇） 

 育児介護休業法第16条の2～第16条の4 

  

 負傷や疾病には、風邪や発熱なども含まれます。 

 また、定期健康診断や予防注射、予防接種などでもこの休暇が利用できます。 



16 

３ 育児休業 

 

常 勤 職 員     ：無給 

非常勤職員：無給 

 
 
 育児のために休業することを希望する職員で、３歳に満たない子と同居し、養育する職員が申し出た

場合は、育児休業をすることができます。 

  ※「子」･･･養子及び法律上の親子関係に準ずる関係にある子を含む。 
 

 

 育児休業をすることができる職員 

   ３歳に満たない子と同居し、養育する職員 

 
 
 ただし、任期付職員（任期付職員就業規則に規定する任期法教員、任期付テニュアトラック教

員、任期付病院医師、任期付看護職員及び任期付寄附講座教員を除く。以下同じ。）及び任期を

付されている非常勤職員は、申出時点において、雇止めの日が、子が１歳６月に達する日後であ

る場合に限り育児休業をすることができます。 

 

 

 

 

 利用できる期間 

   女性：産後休暇（就業禁止期間）終了日の翌日から子が３歳に達する日（３歳の誕生日の前日）まで

を限度として、育児休業開始日とされた日から育児休業終了予定日とされた日までの期間 
 

   男性：子の出生の日から子が３歳に達する日までを限度として、育児休業開始日とされた日から育児

休業終了予定日とされた日までの期間 
 

   ※ 雇止めが明示されている非常勤職員及び任期付職員の育児休業終了予定日は、雇止めの日より半

年前の日までを限度とする。この場合において、育児休業終了予定日が１歳６月に達する日前にな

る場合は、育児休業終了予定日を１歳６月に達する日までの日とすることができる。 

 

 申出単位 

   １日 

 

 

 

 

１年契約 １年契約 １年契約 OK 雇入れ 

NG 雇入れ １年契約 １年契約 １年契約 

育児休業 

誕生 申出 子が１歳６月 

雇止め 

１か月 ６か月以上 

雇止め 

誕生 申出 子が１歳６月 

１か月 育児休業 
要件(雇止めの日が、
子が１歳６月に達す
る日後)を満たしてい
ない 

 「子が○○歳に達する日」 ＝ 「子の○○歳の誕生日の前日」 

 例）H16.10.10 が誕生日の子が３歳に達する日 H19.10.9 

例）契約期間が３年以内の場合 
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 手続き               （提出先）申出者→所属長→各部局担当事務→人事企画課 

申 出 事 由 申 出 期 限 提 出 書 類 

(1)申し出るとき 
 
 
 

開始予定日の１か月前まで(
下記(１)の①の特例１に該当
する場合は１週間前まで、特
例２に該当する場合は２週
間前まで) 

①育児休業申出書 
②申出に係る子の出生（予定）年月日が確認でき 

 る書類（母子手帳の写しなど。以下同じ。） 
 

(2)開始予定日を繰り上げたいとき 
 
 

繰り上げ後の開始予定日の
１週間前まで 
 

①育児休業期間変更申出書 
②申出に係る子の出生（予定）年月日が確認でき 

 る書類 

(3)申出を撤回したいとき 開始予定日の前日まで 育児休業等撤回届 

(4)開始予定日の前日までに申出に
係る子を養育しないこととなった
場合 

すみやかに 
 
 

育児休業等終了届 
 
 

(5)休業中に申出に係る子を養育し
ないこととなった場合 

原則として当該事由が生じ
た日 

育児休業等終了届 
 

(6)申出者について、休業中に産前
・産後休暇、出生時育児休業、介護
休業又は新たな育児休業が始まる
場合 

当該休暇等の申出期限まで 
 

当該休暇等申出時の提出書類 
 
 

(7) 特別養子縁組が不成立等とな
った場合 

すみやかに 
 

育児休業等終了届 

 

(８)延長したいとき 
 
 

終了予定日の１か月前まで(
下記(８)特例に該当する場合
は２週間前まで) 

育児休業期間変更申出書 
 
 

(９)申出後に、申出に係る子が出生
したとき 

出生後すみやかに 
 

①育児休業等対象児出生届 
②申出に係る子の出生年月日が確認できる書 

 
 （１） 申し出るとき 

   ① 申出期限 

     原則として育児休業開始予定日の１か月前まで 
            
    （特例１）次のいずれかに該当する場合は、育児休業開始予定日の１週間前まで 
 

 

① 出産予定日前に子が出生したこと。 
② 育児休業の申出に係る子の親である配偶者の死亡 
③ 配偶者が負傷又は疾病により育児休業の申出に係る子を養育することが困難になったこと。 
④ 配偶者が育児休業の申出に係る子と同居しなくなったこと。 

⑤ 育児休業の申出に係る子が、負傷、疾病又は身体上若しくは精神上の障害により、２週間以上 

   の期間にわたり世話を必要とする状態になったとき。 

⑥ 育児休業の申出に係る子について、保育所における保育の実施を希望し、申込みを行っている 

  が、当面その実施が行われないとき。 
 

 

    （特例２）②のイ又はロにより休業しようとする場合は、育児休業開始予定日の２週間前まで 
 

    ※ 申出の日から育児休業開始予定日までの期間が１か月（上記特例１の場合は１週間、特例２の

場合は２週間）に満たないときは、申出どおりの日から休業が開始できない場合があります。 

 

   ② 申出の回数 

     特別の事情（注１）がない限り、一子につき２回（双子も一子とみなします。） 

     ただし、次のイ又はロに該当する場合は再度の申出が可能となります。 
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    イ 配偶者が育児休業している場合の特例 

       当該申出に係る子の１歳に達する日又は１歳６か月に達する日に配偶者が育児休業をしてい

る場合で、子が１歳に達する日の翌日から１歳６か月に達する日までの期間又は１歳６か月に

達する日の翌日から２歳に達する日までの期間に育児休業をする場合（育児休業開始日は、配

偶者の育児休業終了予定日の翌日以前とする。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    ロ 配偶者と交替して休業する場合の特例 

       当該申出に係る子の１歳に達する日から１歳２か月に達する日までのいずれかの日を育児休

業終了予定日として育児休業をしている配偶者と、交替して休業しようとする場合（当該申出

に係る子について、すでに育児休業を取得していることが前提となります。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

申出者の育児休業期間 

配偶者の育児休業期間 

申出の期限 

出産後８週間の期間 

（例）申出に係る子の出生日がH22.5.26の場合 
                  １歳に達する日：H23.5.25 
            １歳２か月に達する日：H23.7.25 
                  ３歳に達する日：H25.5.25 

（ケース1） 

１か月 

～H23.5.25 

1 回目H22.7.22～ ２週間 

H22 
5/26 7/22 

H23 
5/25 

H25 
5/25 

出産 １歳 ３歳 １歳２か月 

H23 
7/25 

配偶者と交替 
特例H23.5.26～ 

（ケース2） 

１か月 

～H23.6.30 

1 回目H22.7.22～ ２週間 配偶者と交替 
特例H23.7.1～ 

H22 
5/26 7/22 

H23 
5/25 

H25 
5/25 

出産 １歳 ３歳 １歳２か月 

H23 
7/25 

～H22.7.22 

申出者の育児休業期間 

配偶者の育児休業期間 

申出の期限 

出産後８週間の期間 

（例）申出に係る子の出生日がR4.5.26の場合 
                  １歳に達する日：R5.5.25 
            １歳６か月に達する日：R5.11.25 
         ２歳に達する日：R6.5.25 
                  ３歳に達する日：R7.5.25 

（ケース 1） 

１か月 

～R5.5.25 

1 回目 
R4.7.22～ 

２週間 

R4 
5/26 7/22 

R5 
5/25 

R7 
5/25 

出産 １歳 ３歳 １歳６か月 

R5 
11/25 

特例 
R5.5.26～ 

２回目 
R4.9.1～ 

２歳 

R5.11.25～ 

R6 
5/25 

２週間 

（ケース 2） 

１か月 

～R6.1.31 

1 回目 
R4.7.22～ 

２週間 

R4 
5/26 7/22 

R5 
5/25 

R7 
5/25 

出産 １歳 ３歳 １歳６か月 

R5 
11/25 

R7.2.1～ 

２歳 

特例 
R5.9.1～ 

R6 
5/25 

２回目 
R7.2.1～ 

２週間 特例 
R6.2.1～ 
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 （２） 開始予定日を繰り上げたいとき 

      育児休業開始予定日は、下記の理由がある場合に１回の申出につき１回のみ繰り上げることが

できます。 

     繰り上げ後の育児休業開始予定日の１週間前までに申し出てください。 

※ 「開始予定日の繰り下げ」はできません。 
 
 
「育児休業開始予定日」を繰り上げることができる理由 
 ① 出産予定日前に子が出生したこと。 
 ② 育児休業の申出に係る子の親である配偶者の死亡 
 ③ 配偶者が負傷又は疾病により育児休業の申出に係る子を養育することが困難になったこと。 
 ④ 配偶者が育児休業の申出に係る子と同居しなくなったこと。 

 ⑤ 育児休業の申出に係る子が、負傷、疾病又は身体上若しくは精神上の障害により、２週間以上 

  の期間にわたり世話を必要とする状態になったとき。 

 ⑥ 育児休業の申出に係る子について、保育所における保育の実施を希望し、申込みを行っている 

  が、当面その実施が行われないとき。 
 

 

 （３） 申出を撤回したいとき 

     育児休業開始予定日の前日までは、撤回の申出ができます。 

     育児休業の撤回の回数は、特別の事情（注２）がない限り育児休業の取得回数としてみなします。 
 

 
（注２）特別の事情 
 ① 配偶者の死亡 
 ② 配偶者が負傷、疾病又は身体上若しくは精神上の障害により育児休業の申出に係る子を養育することが困

難な状態になったこと。 
 ③ 婚姻の解消その他の事情により配偶者が育児休業の申出に係る子と同居しないこととなったこと。 

 ④ 育児休業の申出に係る子が、負傷、疾病又は身体上若しくは精神上の障害により、２週間以上の期間にわ

たり世話を必要とする状態になったとき。 

 ⑤ 育児休業の申出に係る子について、保育所における保育の実施を希望し、申込みを行っているが、当面そ

の実施が行われないとき。 
 

 

 （４） 開始予定日前に申出に係る子を養育しないこととなった場合 

     育児休業開始予定日の前日までに子の死亡等により育児休業申出者が当該申出に係る子を養育し

ないこととなった場合（注３）は、当該申出はされなかったものとみなします。この場合において、育

児休業申出者は、学長に対して遅滞なくその旨を通知しなければなりません。 
 

 
（注３）子を養育しないこととなった場合 
 ① 育児休業申出に係る子が死亡した場合 

 
（注１）育児休業の申出を一子につき２回を超えて行うことができる特別の事情 
 ① 産前・産後休暇又は新たな育児休業の開始により育児休業期間が終了した場合で、産前・産後休暇又は

新たな育児休業の対象となった子が死亡したとき又は他人の養子になったこと等の理由により職員と同居

しなくなったとき。 
 ② 介護休業の開始により育児休業期間が終了した場合で、介護休業の対象となった対象家族が死亡したと

き又は離婚、婚姻の取消、離縁等により対象家族と職員との親族関係が消滅したとき。 
 ③ 配偶者が死亡したとき。 
 ④ 配偶者が負傷、疾病等により育児休業の申出に係る子の養育が困難な状態となったとき。 

 ⑤ 離婚等により配偶者が育児休業の申出に係る子と同居しないこととなったとき。 
 ⑥ 育児休業の申出に係る子が、負傷、疾病又は身体上若しくは精神上の障害（負傷又は疾病にかかり治っ

た後障害が残った場合を含む）により、２週間以上の期間にわたり世話を必要とする状態になったとき。 

 ⑦ 育児休業の申出に係る子について、保育所（無認可保育施設を除く）における保育の実施を希望し、申

込みを行っているが、当面その実施が行われないとき。 
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 ② 育児休業申出に係る子が養子である場合における離縁又は養子縁組の取消の場合 
 ③ 育児休業申出に係る子が養子となったことその他の事情により当該育児休業申出をした職員と当該子が同

居しないこととなった場合 
 ④ 育児休業申出をした職員が、負傷、疾病又は身体上若しくは精神上の障害により、当該育児休業申出に係

る子を養育することができない状態になった場合 
 

 

 （５） 育児休業中に申出に係る子を養育しないこととなった場合 

       育児休業中に、子の死亡等当該申出に係る子を養育しないこととなった場合（注３）は、当該事由が

生じた日に育児休業は終了となります。この場合において、育児休業申出者は、学長に対して、原

則として当該事由が生じた日にその旨を通知しなければなりません。 

 

 （６） 申出者について、休業中に産前・産後休暇、出生時育児休業、介護休業又は新たな育児休業が始ま

る場合 

       育児休業申出者について、産前・産後休暇、出生時育児休業、介護休業又は新たな育児休業が始ま

った場合はその前日に育児休業は終了となります。この場合において、育児休業申出者は、学長に

対して遅滞なくその旨を通知しなければなりません。当該休暇等の申出期限までに、必要書類を提

出してください。 

 

 （７）特別養子縁組が不成立等となった場合 

民法第８１７条の２第１項の規定による請求に係る家事審判事件が終了した場合（特別養子縁

組の成立の審判が確定した場合を除く。）又は養子縁組が成立しないまま児童福祉法第２７条第

１項第３号の規定による措置が解除された場合は、当該事由が生じた日に育児休業は終了とな

ります。この場合において、育児休業申出者は、学長に対して、原則として当該事由が生じた日

にその旨を通知しなければなりません。 

 

 （８） 延長したいとき（育児休業終了予定日の繰り下げ変更） 

     育児休業の期間は、１回の申出につき１回のみ（下記特例に該当する場合を除く。）延長すること

ができます。育児休業終了予定日の１か月前までに申し出てください。（ただし、下記特例による

場合（同範囲内において再延長する場合を含む。）は２週間前まで。） 

※ 「終了予定日の繰り上げ」はできません。 
 
 
（特例）次の①～③のいずれかに該当する職員が、子が１歳６か月に達するまでの範囲内で休業を延長

する場合は、当初（③の場合は１回目）の休業（※１）と、子が１歳に達する日の翌日から延長後の

育児休業終了予定日まで（③の場合は２回目）の休業（※２）で、それぞれ１回ずつ休業期間を延長

することができます。 

 （※１の期間に対する延長と※２の期間に対する延長はそれぞれ別にカウントされます。 

ただし、※２の延長は子が１歳６か月に達するまで。） 
 
   ① 子の１歳に達する日を育児休業終了予定日としている職員（②を除く） 

   ② 申出に係る子について、配偶者が子の１歳の達する日以前のいずれかの日を育児休業終了予

定日として育児休業をしている場合は、子の１歳に達する日から１歳２か月に達する日までの

いずれかの日を育児休業終了予定日としている職員（①を除く） 

   ③ 配偶者と交替して休業する場合の特例（１８頁の②のイ又はロ）により休業しようとする職

員 
 
   また、上記の延長を行った職員が、さらに子が２歳に達するまでの範囲内で休業を延長する場合

は、子が１歳６か月に達する日の翌日から延長後の育児休業終了予定日までの休業（※３）につい

てさらに１回休業期間を延長することができます。（※１の期間及び※２の期間に対する延長と※

３の期間に対する延長はそれぞれ別にカウントされます。ただし、※３の延長は子が２歳に達する

まで。） 
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【①に該当する職員の例】 

 

 

イ  
Ａ  Ｂ Ｃ Ｄ 

ロ  
Ａ  Ｂ Ｃ  Ｄ Ｅ 

ハ  
Ａ  Ｂ  Ｃ Ｄ  Ｅ 

ニ  
Ａ  Ｂ  Ｃ Ｄ  Ｅ  Ｆ 

ホ  
Ａ Ｂ Ｃ Ｄ  

ヘ  
Ａ Ｂ Ｃ Ｄ  Ｅ  

ト  
Ａ Ｂ Ｃ  Ｄ Ｅ  

チ  
Ａ Ｂ Ｃ  Ｄ Ｅ  Ｆ  

 

 

 

イ １歳６か月までの期間内で延長可(B)。さらに２歳までの期間内で延長可(C)。 

さらに３歳までの期間内で延長可(D)。 

ロ ２歳までの期間内で再延長可(Ｄ)。さらに３歳までの期間内で延長可(Ｅ)。 ※ＤとＥは別カウント。 

ハ １歳６か月までの期間内で再延長可(C)。さらに２歳までの期間内で延長可(D)。 

さらに３歳までの期間内で延長可(Ｅ)。 ※ＣとＥは別カウント。 

ニ １歳６か月までの期間内で再延長可(C)。さらに２歳までの期間内でも再延長可(Ｅ)。 

さらに３歳までの期間内で延長可(Ｆ)。 ※ＣとＤとＥは別カウント。 

ホ １歳まで延長した場合(B)、１歳６か月までさらに延長可(C)。さらに２歳までの期間内で延長可(Ｄ)。 

へ １歳まで延長した場合(B)、１歳６か月までさらに延長可(C)。さらに２歳までの期間内で再延長可(Ｅ)。 

 ※ＢとＥは別カウント。 

ト １歳まで延長した場合(B)、１歳６か月までの期間内で再延長可(D)。さらに２歳までの期間内で延長可(Ｅ)。 

※B と D は別カウント。 

チ １歳まで延長した場合(B)、１歳６か月までの期間内で再延長可(D)。さらに２歳までの期間内でも再延長可(Ｆ)。 

※B と D とＦは別カウント。 
  

  

（９） 申出後に育児休業申出に係る子が出生した場合 

     この場合において、育児休業申出者は、学長に対して遅滞なくその旨を通知しなければなりませ

ん。育児休業期間の変更を伴う場合は、関係する書類を併せて提出してください（(２)、(８)参照）。 

 

 その他 

 （１） 給与等の取扱いについて 

  ・ 休業期間中は本学からの給与の支給はありません（無給）。 

ただし、支給要件を満たせば、雇用保険等から育児休業給付金として、育児休業開始から１８０

日目までは休業開始前給与の６７％、１８１日目からは５０％が休業期間中に支給されます（養育

する子が１歳未満の期間中に限る。）。 

 

育休開始 

7/22 
H30 
5/25 11/25 

H31 
5/25 

R2 
5/25 

H29 
5/26 

出産 子が 

１歳 
子が 

１歳６か月 

子が 

２歳 

子が 

３歳 
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（いわゆる「パパ・ママ育休プラス制度」を利用する場合） 

父母ともに育児休業を取得する場合は、要件を満たせば、子が１歳２ヶ月に達する日 の前日

までの間に、最大１年（※）まで育児休業給付金が支給されます。 

 

※出産日（産前休業の末日）と産後休業期間と育児休業給付金を受給できる期間を合わせて１年

です。父の場合は、育児休業給付金を受給できる期間が最大１年となります。 

 

（支給対象期間の延長） 

 保育所等における保育の実施が行われないなどの理由により、子が１歳に達する日後の期間に

育児休業を取得する場合は、その子が１歳６か月に達する日前までの期間、育児休業給付金の支

給対象となります。さらに、平成２９年１０月１日より、保育所等における保育の実施が行われ

ないなどの理由により、子が１歳６か月に達する日後の期間に育児休業を取得する場合は、子が

２歳に達する日前まで育児休業給付金の支給対象期間が延長できるようになりました。 

 

※いわゆる「パパ・ママ育休プラス制度」の利用により、休業終了予定日とされた日が当該子の

１歳に達する日後である場合は、当該休業終了予定日とされた日後の期間について、その子が１

歳６か月に達する日前までの期間が支給対象期間になります。また１歳に達する日（「パパ・マ

マ育休プラス制度」により休業終了予定日が当該子の１歳に達する日後である場合は、当該休業

終了予定日）又は１歳６か月に達する日まで育児休業をしている配偶者と交代することによって

も、他の要件を満たせば、１歳６か月に達する日又は２歳に達する日前までの期間が支給対象期

間になります。 

 

  ・ 基準日（６月１日又は１２月１日）に育児休業をしている職員のうち、基準日以前６か月以内の期

間において勤務した期間がある職員には、勤務した期間に応じて当該基準日に係る期末給及び勤勉給

が支給されます。 

  

（２） 復職後の勤務について 

    育児休業期間の終了後は、原則として休業直前の部署における従前の職務に復帰していただきます。 

    ただし、本人の希望がある場合や組織の変更等やむを得ない事情がある場合には、部署及び職務を変

更する場合があります。 

 

 

 

 

 

  

 職員就業規則第61条 

 非常勤職員就業規則第32条 

 育児・介護休業等規則第2条～第7条 

 育児介護休業法第5条～第９条、第９条の６、第10条 

 育児介護休業法施行規則第５条～第21条、第22条、第22条の２ 
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４ 出生時育児休業 

 

常 勤 職 員     ：無給 

非常勤職員：無給 

 
 
  育児のために休業することを希望する職員で、出生後８週間までの子と同居し、養育する職員が申

し出た場合は、４週間（２８日）を限度として出生時育児休業をすることができます。 

※「子」･･･養子及び法律上の親子関係に準ずる関係にある子を含む。 
 

 

 育児休業をすることができる職員 

   出生後８週間までの子と同居し、養育する職員 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 ただし、任期付職員（任期付職員就業規則に規定する任期法教員、任期付テニュアトラック教

員、任期付病院医師、任期付看護職員及び任期付寄附講座教員を除く。以下同じ。）及び任期を

付されている非常勤職員は、申出時点において、雇止めの日が、子の出生の日（出産予定日前に

当該子が出生した場合にあっては、当該出産予定日）から起算して８週間を経過する日の翌日か

ら６月に達する日後である場合に限り出生時育児休業をすることができます。 

 

 

 

 利用できる期間 

   子の出生後８週間までの期間で、４週間（２８日）を限度として、出生時育児休業開始日とされた日

から出生時育児休業終了予定日とされた日までの期間 

 

OK 

NG 

出生時育児休業 

申出 誕生 
出生後 
８週間 

雇止め 

２週間 

雇止め 

申出 誕生 

２週間 出生時育児休業 

要件(雇止めの日が、子の出生日から起算して８週
間を経過する日の翌日から６月に達する日後)を満
たしていない 

契約期間 

契約期間 

出生から８週間を
経過する日の翌日

から６か月 

出生から８週間を
経過する日の翌日

から６か月 

出生後 
８週間 

例） 

 補足 出産日が前後した場合、「出生後８週間」を以下の期間に読み替えます。 
 

 出産日が出産予定日より、 

   前の場合･･･出生の日 ～ 出産予定日から起算して８週間を経過する日の翌日 

   後の場合･･･出産予定日 ～ 出生の日から起算して８週間を経過する日の翌日 

 補足 出生時育児休業は、主に男性職員が取得することを想定していますが、養子等の場合

は、女性職員も同様に取得することができます。 



24 

 申出単位 

   １日 

 

 手続き               （提出先）申出者→所属長→各部局担当事務→人事企画課 

申 出 事 由 申 出 期 限 提 出 書 類 

(1)申し出るとき 
 
 

開始予定日の２週間前まで(

下記(１)の①の特例に該当す
る場合は１週間前まで) 

①出生時育児休業申出書 
②申出に係る子の出生（予定）年月日が確認でき 

 る書類（母子手帳の写しなど。以下同じ。） 

(2)開始予定日を繰り上げたい と
き 
 

繰り上げ後の開始予定日の
１週間前まで 
 

①出生時育児休業期間変更申出書 
②申出に係る子の出生（予定）年月日が確認でき 

 る書類 

(3)申出を撤回したいとき 開始予定日の前日まで 育児休業等撤回届 

(4)開始予定日の前日までに申出に
係る子を養育しないこととなった
場合 

すみやかに 
 
 

育児休業等終了届 
 
 

(5)休業中に申出に係る子を養育し
ないこととなった場合 

原則として当該事由が生じ
た日 

育児休業等終了届 
 

(6)申出者について、休業中に産前
・産後休暇、育児休業、介護休業又
は新たな出生時育児休業が始まる
場合 

当該休暇等の申出期限まで 
 

当該休暇等申出時の提出書類 
 
 

(7) 特別養子縁組が不成立等とな
った場合 

すみやかに 
 

育児休業等終了届 

 

(８)延長したいとき 
 

終了予定日の２週間前まで 
出生時育児休業期間変更申出書 
 

(９)申出後に、申出に係る子が出生
したとき 

出生後すみやかに 
 

①育児休業等対象児出生届 
②申出に係る子の出生年月日が確認できる書 

 
 （１） 申し出るとき 

   ① 申出期限 

     原則として出生時育児休業開始予定日の２週間前まで 
 
    （特例）次のいずれかに該当する場合は、出生時育児休業開始予定日の１週間前まで 
 

 

① 出産予定日前に子が出生したこと。 
② 出生時育児休業の申出に係る子の親である配偶者の死亡 
③ 配偶者が負傷又は疾病により出生時育児休業の申出に係る子を養育することが困難になったこと。 
④ 配偶者が出生時育児休業の申出に係る子と同居しなくなったこと。 

⑤ 出生時育児休業の申出に係る子が、負傷、疾病又は身体上若しくは精神上の障害により、２週間以上の

期間にわたり世話を必要とする状態になったとき。 

⑥ 出生時育児休業の申出に係る子について、保育所における保育の実施を希望し、申込みを行っているが

、当面その実施が行われないとき。 
 

 

    ※ 申出の日から出生時育児休業開始予定日までの期間が２週間（上記特例の場合は１週間）に満

たないときは、申出どおりの日から休業が開始できない場合があります。 

 

   ② 申出の回数 

     一子につき１回又は分割して２回（双子も一子とみなします。） 
 

    ※ 分割して２回取得する場合は、１回目の申出の時点で２回目の出生時育児休業開始日及び終了

日も明らかにして申し出てください。 
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 （２） 開始予定日を繰り上げたいとき 

      出生時育児休業開始予定日は、下記の理由がある場合に１回の申出につき１回のみ繰り上げるこ

とができます。 

     繰り上げ後の育児休業開始予定日の１週間前までに申し出てください。 

    ※ 「開始予定日の繰り下げ」はできません。 
 
 
「出生時育児休業開始予定日」を繰り上げることができる理由 
 ① 出産予定日前に子が出生したこと。 
 ② 出生時育児休業の申出に係る子の親である配偶者の死亡 
 ③ 配偶者が負傷又は疾病により出生時育児休業の申出に係る子を養育することが困難になったこと。 
 ④ 配偶者が出生時育児休業の申出に係る子と同居しなくなったこと。 

 ⑤ 出生時育児休業の申出に係る子が、負傷、疾病又は身体上若しくは精神上の障害により、２週間以上の期

間にわたり世話を必要とする状態になったとき。 

 ⑥ 出生時育児休業の申出に係る子について、保育所における保育の実施を希望し、申込みを行っているが、

当面その実施が行われないとき。 
 

 

 （３） 申出を撤回したいとき 

     出生時育児休業開始予定日の前日までは、撤回の申出ができます。 

     出生時育児休業の撤回の回数は、出生時育児休業の取得回数としてみなします。 

 

 （４） 開始予定日前に申出に係る子を養育しないこととなった場合 

     出生時育児休業開始予定日の前日までに子の死亡等により育児休業申出者が当該申出に係る子を

養育しないこととなった場合は、当該申出はされなかったものとみなします。この場合において、出

生時育児休業申出者は、学長に対して遅滞なくその旨を通知しなければなりません。 
 

 
（注１）子を養育しないこととなった場合 
 ① 出生時育児休業申出に係る子が死亡した場合 
 ② 出生時育児休業申出に係る子が養子である場合における離縁又は養子縁組の取消の場合 
 ③ 出生時育児休業申出に係る子が養子となったことその他の事情により当該出生時育児休業申出をした職員

と当該子が同居しないこととなった場合 
 ④ 出生時育児休業申出をした職員が、負傷、疾病又は身体上若しくは精神上の障害により、当該出生時育児

休業申出に係る子を養育することができない状態になった場合 
 

 

 （５） 出生時育児休業中に申出に係る子を養育しないこととなった場合 

       出生時育児休業中に、子の死亡等当該申出に係る子を養育しないこととなった場合（注１）は、当該

事由が生じた日に出生時育児休業は終了となります。この場合において、出生時育児休業申出者は、

学長に対して、原則として当該事由が生じた日にその旨を通知しなければなりません。 

 

 （６） 申出者について、休業中に産前・産後休暇、育児休業、介護休業又は新たな出生時育児休業が始ま

る場合 

       出生時育児休業申出者について、産前・産後休暇、育児休業、介護休業又は新たな出生時育児休業

が始まった場合はその前日に出生時育児休業は終了となります。この場合において、出生時育児休

業申出者は、学長に対して遅滞なくその旨を通知しなければなりません。当該休暇等の申出期限ま

でに、必要書類を提出してください。 

 

 （７）特別養子縁組が不成立等となった場合 

民法第８１７条の２第１項の規定による請求に係る家事審判事件が終了した場合（特別養子縁

組の成立の審判が確定した場合を除く。）又は養子縁組が成立しないまま児童福祉法第２７条第

１項第３号の規定による措置が解除された場合は、当該事由が生じた日に出生時育児休業は終
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了となります。この場合において、出生時育児休業申出者は、学長に対して、原則として当該事

由が生じた日にその旨を通知しなければなりません。 

 

 （８） 延長したいとき（出生時育児休業終了予定日の繰り下げ変更） 

     出生時育児休業の期間は、１回の申出につき１回のみ延長することができます。出生時育児休業終

了予定日の２週間前までに申し出てください。 

    ※ 「終了予定日の繰り上げ」はできません。 

 

 （９） 申出後に出生時育児休業申出に係る子が出生した場合 

     この場合において、出生時育児休業申出者は、学長に対して遅滞なくその旨を通知しなければなり

ません。出生時育児休業期間の変更を伴う場合は、関係する書類を併せて提出してください（(２)、

(８)参照）。 

 

 その他 

 （１） 給与等の取扱いについて 

  ・ 休業期間中は本学からの給与の支給はありません（無給）。 

ただし、支給要件を満たせば、雇用保険等から育児休業給付金として、出生時育児休業開始から

休業開始前給与の６７％が休業期間中に支給されます。 

 

   ・ 基準日（６月１日又は１２月１日）に出生時育児休業をしている職員のうち、基準日以前６か月

以内の期間において勤務した期間がある職員には、勤務した期間に応じて当該基準日に係る期末給

及び勤勉給が支給されます。 

  

（２） 復職後の勤務について 

    出生時育児休業期間の終了後は、原則として休業直前の部署における従前の職務に復帰していただ

きます。 

    ただし、本人の希望がある場合や組織の変更等やむを得ない事情がある場合には、部署及び職務を

変更する場合があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 職員就業規則第61条 

 非常勤職員就業規則第32条 

 育児・介護休業等規則第７条の２～第7条の７ 

 育児介護休業法第９条の２～第９条の５、第10条 

 育児介護休業法施行規則第21条の２～第21条の20 
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５ 育児短時間勤務 

 
 
 小学校就学の始期に達するまでの子と同居し、養育する職員は、申し出ることにより１日の勤務時間

を１日を通じて２時間の範囲内で短縮することができます。 

  ※「子」･･･養子及び法律上の親子関係に準ずる関係にある子を含む。 
 

 

 利用できる期間 

   小学校就学の始期に達する（６歳の誕生日の前日の属する年度の３月３１日）まで、１日の勤務時間

を、１日を通じて２時間の範囲内で短縮できます。 

   ただし、１日の所定勤務時間が６時間以下の日は短縮することができません。 

また、１日の所定労働時間が７時間４５分を超える日は，短縮後の勤務時間が５時間４５分となるま

で短縮することができます。 

   

 短縮・申出の単位 

   ・ ３０分単位で１日を通じて２時間の範囲内 

・ １回につき１か月以上の期間（回数制限なし） 

 

 手続き 
 

申 出 事 由 申 出 期 限 提 出 書 類 

申し出るとき 
 
 
 
 

開始予定日の１か月前まで 
 
 
 

①育児短時間勤務申出書 
②申出に係る子の出生（予定）年月日が確認できる書類（

母子手帳の写しなど。以下同じ。）（以前に同一の子に

ついて当該制度を利用したことがある場合は省略可） 

①開始予定日前に申出期間 を

変更したいとき 
②短縮時間帯・曜日を変更  し

たいとき 

「手続き一覧」（39頁）参

照 
 
 

育児申出（請求）内容変更届 
 
 
 

申出を撤回したいとき 開始予定日の前日まで 育児休業等撤回届 

申出に係る子を養育しないこと

となった場合等（注１） 
すみやかに 
 

育児休業等終了届 
 

申出者について、産前・産後休暇

、育児休業又は介護休業等が始ま

るとき（注２） 

当該休暇等の申出期限まで 
 

当該休暇等申出時の提出書類 
 
 

特別養子縁組が不成立等となっ
た場合（注４） 

すみやかに 
 

育児休業等終了届 

 

期間中に制度の利用を中止した

いとき 
事前に 
 

育児休業等終了届 
 

申出後に、申出に係る子が出生し

たとき 
出生後すみやかに 
 

①育児休業等対象児出生届 
②申出に係る子の出生年月日が確認できる書類 

 

（提出先）申出者→所属長→各部局担当事務→人事企画課 
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 （注１）申出に係る子を養育しないこととなった場合等 

   (１) 育児短時間勤務開始予定日の前日までに当該申出に係る子の死亡等により申出者が子     

を養育しないこととなった場合（注3） 

      当該申出はされなかったものとみなします。この場合において、申出者は、学長に対して遅滞

なくその旨を通知しなければなりません。 

 

  (２) 育児短時間勤務期間中に次のいずれかの事由が生じた場合 

      育児短時間勤務期間は当該事由が生じた日に終了となります。この場合において、申出者は、学

長に対して遅滞なくその旨を通知しなければなりません。 

      ① 子の死亡等申出に係る子を養育しないこととなった場合（注３） 

      ② 申出に係る子が小学校就学の始期に達した場合 

      ③その他、申出要件を満たさなくなった場合 
 

 
（注3）申出に係る子を養育しないこととなった場合 
  ① 申出に係る子が死亡した場合 
  ② 申出に係る子が離縁又は養子縁組の取消しにより申出をした職員の子でなくなった場合 
  ③ 申出をした職員が申出に係る子と同居しないこととなった場合 
  ④ 申出をした職員が、負傷、疾病又は身体上若しくは精神上の障害により、申出に係る子を養育することがで

きない状態となった場合 
 

      

 （注２）申出者について、産前・産後休暇、育児休業又は介護休業等が始まるとき 

申出者について、産前・産後休暇、育児休業、介護休業、介護短時間勤務、育児・介護早出遅出勤

務又は育児のためのフレックスタイム制が始まった場合は、育児短時間勤務期間はその前日に終了

となります。この場合において、申出者は、学長に対して遅滞なくその旨を通知しなければなりま

せん。当該休暇等の申出期限までに、必要書類を提出してください。 

 

 （注４）特別養子縁組が不成立等となった場合 

民法第８１７条の２第１項の規定による請求に係る家事審判事件が終了した場合（特別養子縁組の

成立の審判が確定した場合を除く。）又は養子縁組が成立しないまま児童福祉法第２７条第１項第３

号の規定による措置が解除された場合は、当該事由が生じた日に育児休業は終了となります。この場

合において、申出者は、学長に対して、原則として当該事由が生じた日にその旨を通知しなければな

りません。 

 

 給与 

   短縮した時間については無給   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 職員就業規則第46条 

 非常勤職員就業規則第25条 

 育児・介護休業等規則第16条 

 育児介護休業法第23条第１項 
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※ 医師及び看護部職員については、以下の勤務を選択することができます（医学部 附属病

院勤務者の特例）。 
 

 
 小学校就学の始期に達するまでの子と同居し、養育する職員（注の職員に限る。）は、請求すること

により、業務の正常な運営に支障がある場合を除き、１日の勤務時間や１週間の勤務日数を短縮するこ

とができます。 

  ※「子」･･･養子及び法律上の親子関係に準ずる関係にある子を含む。 
 

（注） 請求することができる職員 

   小学校就学の始期に達するまでの子と同居し、養育する職員のうち次の職員 

    (1) 医師（医学部附属病院において診療に従事する医学部又は医学部附属病院の教員、任期

付病院医師（病院助教）） 

    (2) 看護部職員 

   ※ ただし、任期付代替職員及び非常勤職員を除く。 

 

 請求できる勤務形態 

   次の範囲内で希望する勤務形態とし、期間中の勤務時間帯及び勤務曜日は固定（中途変更可） 

    週１０～３０時間勤務 

      １日当たり      ：３～７時間４５分（１時間単位（７時間４５分を指定する場合を除く。）） 

      １週間当たり：５日以内（原則月～金のうち５日以内） 

 

 利用できる期間 

   子が小学校就学の始期に達する（６歳の誕生日の前日の属する年度の３月３１日）まで 

                                           

 請求の単位 

   月の１日から末日までの１か月単位で、１回につき３か月以上の期間（回数制限なし） 

 

 手続き        （提出先）請求者→所属長→各部局担当事務→人事企画課 
 

請 求 事 由 請 求 期 限 提 出 書 類 

請求するとき 
 
 
 
 

開始予定日の１か月前まで 
 
 
 

①育児短時間勤務請求書 
②請求に係る子の出生（予定）年月日が確認でき 

 る書類（母子手帳の写しなど。以下同じ。）（以前に同

一の子について当該制度を利用したことがある場合は

省略可） 

①開始予定日前に請求期間  

を変更したいとき 
②勤務形態を変更したいと  

き（注４） 

「手続き一覧」（39頁）参

照 
 
 

育児申出（請求）内容変更届 
 
 
 

請求を撤回したいとき 開始予定日の前日まで 育児休業等撤回届 

請求に係る子を養育しないこと

となった場合等（注１） 
すみやかに 
 

育児休業等終了届 
 

請求者について、産前・産後休暇

、育児休業又は介護休業等が始ま

るとき（注２） 

当該休暇等の申出期限まで 
 

当該休暇等申出時の提出書類 
 
 

特別養子縁組が不成立等となっ

た場合（注５） 

すみやかに 
 

育児休業等終了届 
 

期間中に制度の利用を中止した

いとき（注４） 
中止する月の前月末日まで 

育児休業等終了届 
 

請求後に、請求に係る子が出生し

たとき 
出生後すみやかに 
 

①育児休業等対象児出生届 
②請求に係る子の出生年月日が確認できる書類 
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 （注１）（注２）２２・２３頁の（注１）及び（注２）参照 

 （注４）月の途中からの勤務形態の変更や制度利用の中止はできません。 

 （注５）２３頁の（注４）参照 

 

 給与 

  ・ 基本給と医師調整手当等諸手当の一部については、フルタイム勤務時の月額に１週間当たりの勤務
時間数の割合（10/38.75～30/38.75）を乗じた額を支給 

  ・ 扶養手当、住居手当、通勤手当等について原則全額支給（ただし、通勤手当については、１週間当
たりの勤務日数が３日未満の場合は半額支給） 

  ・ 勤務実績に応じて支給される手当（特殊勤務手当、当直・宅直手当、時間外手当等）については、
フルタイム勤務時と同様の取扱い（ただし、所定勤務日に時間外勤務をした場合の時間外手当につい
ては、当該勤務日の短縮後の所定勤務時間と当該時間外勤務の時間が合計７時間４５分に達するまで
の時間は、100/100 の支給割合で支給） 

 

 雇用保険 

   １週間当たりの勤務時間数が２０時間未満の場合に、継続加入できないことがあります。 

   （当該勤務開始時時点で、請求に係る子が３歳を超えている場合又は請求に係る子が３歳に達する（３

歳の誕生日の前日）までにフルタイム勤務への復帰が見込まれない場合など。） 

 

 その他 

   当該勤務期間中の年次有給休暇の取得は１日及び時間単位のみとなります（半日単位は不可）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
職員就業規則第46条 

育児・介護休業等規則第16条の２ 
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６ 育児のための所定外勤務の免除 
 

 
 ３歳に満たない子を養育する職員が当該子を養育するために請求した場合は、業務の正常な運営に支

障がある場合を除き、所定外勤務をさせることはありません。 

  ※「子」･･･養子及び法律上の親子関係に準ずる関係にある子を含む。 
 

 

 請求することができる職員 

      ３歳に達するまでの子を養育する職員 

 

 利用できる期間 

   子が３歳に達する（３歳の誕生日の前日）まで 
 

 請求単位  

  ・ １回につき１か月以上１年以内の期間（回数制限なし） 

  ・ ２９頁の時間外勤務制限期間と重複した期間の請求はできません。 
 

 手続き              

請 求 事 由 請 求 期 限 提 出 書 類 

請求するとき 
 
 
 
 
 

開始予定日の１か月前まで 
 
 
 
 

①育児所定外勤務免除請求書 
②請求に係る子の出生(予定)年月日が確認できる書類（母

子手帳の写しなど。以下同じ。）（以前に同一の子につ

いて当該制度を利用したことがある場合は省略可） 

開始予定日前に免除期間を変更

したいとき 
「手続き一覧」（40頁）参

照 
育児申出（請求）内容変更届 
 

請求を撤回したいとき 開始予定日の前日まで 育児休業等撤回届 

請求に係る子を養育しないこと

となった場合等（注１） 

すみやかに 
 
 

育児休業等終了届 
 
 

請求者について、産前・産後休暇

、育児休業又は介護休業が始まる

とき（注２） 

当該休暇等の申出期限まで 
 
 

当該休暇等申出時の提出書類 
 
 
 

特別養子縁組が不成立等となっ

た場合（注４） 

すみやかに 
 

育児休業等終了届 
 

期間中に制度の利用を中止した

いとき 
事前に 
 

育児休業等終了届 
 

請求後に、請求に係る子が出生し

たとき 
出生後すみやかに 
 

①育児休業等対象児出生届 
②請求に係る子の出生年月日が確認できる書類 

   （提出先）請求者→所属長→各部局担当事務→人事企画課 

 

 

 （注１）請求に係る子を養育しないこととなった場合等 

   (１) 所定外勤務免除開始予定日の前日までに当該請求に係る子の死亡等により請求者が子を養育を

しないこととなった場合（注３） 

     当該請求はされなかったものとみなします。この場合において、請求者は、学長に対して遅滞な

くその旨を通知しなければなりません。 
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   (２) 所定外勤務免除期間中に次のいずれかの事由が生じた場合 

     所定外勤務免除期間は当該事由が生じた日に終了となります。この場合において、請求者は、学

長に対して遅滞なくその旨を通知しなければなりません。 

      ① 子の死亡等請求に係る子を養育しないこととなった場合（注３） 

      ② 請求に係る子が３歳に達した場合 

      ③その他、請求要件を満たさなくなった場合 

 
 
（注３）請求に係る子を養育しないこととなった場合 
 ① 請求に係る子が死亡した場合 
 ② 請求に係る子が離縁又は養子縁組の取消しにより請求をした職員の子でなくなった場合 
 ③ 請求をした職員が請求に係る子と同居しないこととなった場合 
 ④ 請求をした職員が、負傷、疾病又は身体上若しくは精神上の障害により、請求に係る子を養育することがで

きない状態となった場合 
 

      

 （注２）請求者について、産前・産後休暇、育児休業又は介護休業が始まるとき 

    請求者について、産前・産後休暇、育児休業又は介護休業が始まった場合は、所定外勤務免除期間

はその前日に終了となります。この場合において、請求者は、学長に対して遅滞なくその旨を通知し

なければなりません。当該休暇等の申出期限までに、必要書類を提出してください。 
 
 （注４）特別養子縁組が不成立等となった場合 

民法第８１７条の２第１項の規定による請求に係る家事審判事件が終了した場合（特別養子縁

組の成立の審判が確定した場合を除く。）又は養子縁組が成立しないまま児童福祉法第２７条第

１項第３号の規定による措置が解除された場合は、当該事由が生じた日に育児休業は終了となり

ます。この場合において、申出者は、学長に対して、原則として当該事由が生じた日にその旨を通

知しなければなりません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

育児・介護休業等規則第13条の2／育児介護休業法第16条の8・第16条の9 
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７ 育児のための時間外勤務の制限 
 
 

 
 小学校就学の始期に達するまでの子を養育する職員が当該子を養育するために請求した場合は、業務

の正常な運営に支障がある場合を除き、１か月について２４時間、１年について１５０時間を超えて時

間外勤務をさせることはありません。 

  ※「子」･･･養子及び法律上の親子関係に準ずる関係にある子を含む。 
 

 

 請求することができる職員 

      小学校就学の始期に達するまでの子を養育する職員 
 

 
 ただし、次の(1)又は(2)に該当する職員は育児のための時間外勤務の制限を請求することがで

きません。 

 (1) 採用後１年を経過しない職員 

 (2) １週間の所定労働日数が２日以下の職員 
 

 
 

 利用できる期間 

   子が小学校就学の始期に達する（６歳の誕生日の前日の属する年度の３月３１日）まで 

 

 請求単位  

  ・ １回につき１か月以上１年以内の期間（回数制限なし） 

  ・ ２７頁の所定外勤務免除期間と重複した期間の請求はできません。 

 

 手続き              

請 求 事 由 請 求 期 限 提 出 書 類 

請求するとき 

 
 
 
 

開始予定日の１か月前まで 
 
 
 

①育児時間外勤務制限請求書 
②請求に係る子の出生(予定)年月日が確認できる書類（母

子手帳の写しなど。以下同じ。）（以前に同一の子につ

いて当該制度を利用したことがある場合は省略可） 

開始予定日前に請求期間を変更

したいとき 
「手続き一覧」（40頁）参

照 
育児申出（請求）内容変更届 
 

請求を撤回したいとき 開始予定日の前日まで 育児休業等撤回届 

請求に係る子を養育しないこと

となった場合等 

（注１） 

すみやかに 
 
 

育児休業等終了届 
 
 

請求者について、産前・産後休暇

、育児休業又は介護休業が始まる

とき 

（注２） 

当該休暇等の申出期限まで 
 
 

当該休暇等申出時の提出書類 
 
 
 

特別養子縁組が不成立等となっ

た場合（注４） 

すみやかに 
 

育児休業等終了届 
 

期間中に制度の利用を中止した

いとき 
事前に 
 

育児休業等終了届 
 

請求後に、請求に係る子が出生し

たとき 
出生後すみやかに 
 

①育児休業等対象児出生届 
②請求に係る子の出生年月日が確認できる書類 

   （提出先）請求者→所属長→各部局担当事務→人事企画課 
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 （注１）請求に係る子を養育しないこととなった場合等 

   (１) 時間外勤務制限開始予定日の前日までに当該請求に係る子の死亡等により請求者が子を養育を

しないこととなった場合（注３） 

      当該請求はされなかったものとみなします。この場合において、請求者は、学長に対して遅滞な

くその旨を通知しなければなりません。 
 
   (２) 時間外勤務制限期間中に次のいずれかの事由が生じた場合 

     時間外勤務制限期間は当該事由が生じた日に終了となります。この場合において、請求者は、学

長に対して遅滞なくその旨を通知しなければなりません。 

      ① 子の死亡等請求に係る子を養育しないこととなった場合（注３） 

      ② 請求に係る子が小学校就学の始期に達した場合 

      ③その他、請求要件を満たさなくなった場合 
 

 
（注３）請求に係る子を養育しないこととなった場合 
  ① 請求に係る子が死亡した場合 
  ② 請求に係る子が離縁又は養子縁組の取消しにより請求をした職員の子でなくなった場合 
  ③ 請求をした職員が請求に係る子と同居しないこととなった場合 
  ④ 請求をした職員が、負傷、疾病又は身体上若しくは精神上の障害により、請求に係る子を養育することがで

きない状態となった場合 
 

      

 （注２）請求者について、産前・産後休暇、育児休業又は介護休業が始まるとき 

    請求者について、産前・産後休暇、育児休業又は介護休業が始まった場合は、時間外勤務制限期間

はその前日に終了となります。この場合において、請求者は、学長に対して遅滞なくその旨を通知し

なければなりません。当該休暇等の申出期限までに、必要書類を提出してください。 
 

 
（例）制限請求期間がH17.7.10～H18.3.31の場合 

   まず、①H17.7.10～H18.3.31の期間全体について150時間を超える時間外勤務の制限がかかり、②当該期間

内の1か月（10日から翌月9日までの1か月）ごとに区分した期間ごとに24 時間を超える時間外勤務の制限がかか

ります。最後の区切りの期間であるH18.3.10～H18.3.31までの期間については1か月に満たないですが、当該期

間について24時間を超える時間外勤務の制限がかかります。 
 

 

 （注４）特別養子縁組が不成立等となった場合 

民法第８１７条の２第１項の規定による請求に係る家事審判事件が終了した場合（特別養子縁組の

成立の審判が確定した場合を除く。）又は養子縁組が成立しないまま児童福祉法第２７条第１項第３

号の規定による措置が解除された場合は、当該事由が生じた日に育児休業は終了となります。この場

合において、申出者は、学長に対して、原則として当該事由が生じた日にその旨を通知しなければな

りません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

育児・介護休業等規則第14条／育児介護休業法第17条・第18条の2 
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８ 育児のための深夜勤務の制限 
 

 
 小学校就学の始期に達するまでの子を養育する職員が当該子を養育するために請求した場合は、業務

の正常な運営に支障がある場合を除き、深夜時間帯（午後１０時から午前５時まで）に勤務をさせるこ

とはありません。 

  ※「子」･･･養子及び法律上の親子関係に準ずる関係にある子を含む。 
 

 

 請求することができる職員 

      小学校就学の始期に達するまでの子を養育する職員 
 

 
 ただし、次の(1)～(4)のいずれかに該当する職員は育児のための深夜勤務の制限を請求すること

ができません。 

  (1) 採用後１年を経過しない職員 

  (2) 次のいずれにも該当する１６歳以上の同居の家族がいる職員 

    イ 深夜において就業していない者（１か月について深夜における就業が３日以下の者を含

む。）であること。 

     ロ 心身の状況が請求に係る子の保育をすることができる者であること。 

     ハ ６週間（多胎妊娠の場合は１４週間）以内に出産予定でないか、又は産後８週間以内で

ない者であること。 

     ニ 請求に係る子と同居している者であること。 

  (3) １週間の所定労働日数が２日以下の職員 

  (4) 所定労働時間の全部が深夜にある職員 

   （注：交替制勤務の場合や、所定労働時間の一部に午後１０時から午前５時までの間以外の時間 
      帯が含まれている場合は、「全部が深夜にある」には該当しません。） 
 

 
 利用できる期間 

   子が小学校就学の始期に達する（６歳の誕生日の前日の属する年度の３月３１日）まで 
 

 請求単位 

   １回につき１か月以上６か月以内の期間（回数制限なし） 
 

 手続き                （提出先）請求者→所属長→各部局担当事務→人事企画課 

請 求 事 由 請 求 期 限 提 出 書 類 

請求するとき 
 
 
 
 
 

開始予定日の１か月前まで 
 
 
 
 

①育児深夜勤務制限請求書 
②請求要件証明書類（注１） 
③請求に係る子の出生(予定)年月日が確認できる書 類（

母子手帳の写しなど。以下同じ。）（以前に  同一の子

について当該制度を利用したことがある 場合は省略可） 

①開始予定日前に請求期間 を

変更したいとき 
②曜日を変更したいとき 

「手続き一覧」（40頁）参

照 
 

育児申出（請求）内容変更届 
 
 

請求を撤回したいとき 開始予定日の前日まで 育児休業等撤回届 

請求に係る子を養育しないこと

となった場合等（注２） 
すみやかに 
 

育児休業等終了届 
 

請求者について、産前・産後休暇

、育児休業又は介護休業が始まる

とき（注３） 

当該休暇等の申出期限まで 
 

当該休暇等申出時の提出書類 
 
 

特別養子縁組が不成立等となっ

た場合（注５） 

すみやかに 
 

育児休業等終了届 
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期間中に制度の利用を中止した

いとき 
事前に 
 

育児休業等終了届 
 

請求後に、請求に係る子が出生し

たとき 
出生後すみやかに 
 

①育児休業等対象児出生届 
②請求に係る子の出生年月日が確認できる書類 

 

 

 （注１）請求要件証明書類 

    前頁で記載した「請求できない職員」の要件のうち、(２)の項目のいずれかに該当しないことを証

明する書類を添付してください（(１)、(３)及び(４)についての証明は必要ありません。）。 
 
        添付書類の例 

イ １６歳以上の同居の家族が深夜において就業 
  している事実 

・ 勤務時間帯が分かる書類（労働条件通知書など） 

 

ロ １６歳以上の同居の家族が子を保育すること 
  が困難な状態の事実 

 

・ 身体障害者手帳（身障者福祉法15条）の写し 

・ １か月間を超えて入院又は安静を必要とする旨 

 の医師の診断書 

ハ １６歳以上の同居の家族が６週間(多胎妊娠の  場

合にあっては１４週間)以内に出産する予定で  あるか

又は産後８週間を経過していない事実 

・ 医師が交付する当該事実についての診断書 
・ 官公署が発行する出生届受理証明書（母子手帳  の写

しなど） 

ニ 子の１６歳以上の同居の家族がいない事実 ・ 住民票記載事実の証明書 
     

     その他、上記の証明書等に代わってそれぞれの事実が証明できる他の書類（当該職員の同僚等第三者の申立書等）の
提出も可。 

 

 （注２）請求に係る子を養育しないこととなった場合等 

   (１) 深夜勤務制限開始予定日の前日までに請求者が当該請求に係る子の養育をしないこと     

となった場合（注４） 

      当該請求はされなかったものとみなします。この場合において、請求者は、学長に対して遅滞な

くその旨を通知しなければなりません。 
 
   (２) 深夜勤務制限期間中に次のいずれかの事由が生じた場合 

      深夜勤務制限期間は当該事由が生じた日に終了となります。この場合において、請求者は、学長

に対して遅滞なくその旨を通知しなければなりません。 

     ① 請求に係る子を養育しないこととなった場合（注４） 

        ② 請求に係る子が小学校就学の始期に達した場合 

     ③その他、請求要件を満たさなくなった場合 
 
 
（注４）請求に係る子の養育をしないこととなった場合 
 ① 請求に係る子が死亡した場合 
 ② 請求に係る子が離縁又は養子縁組の取消しにより請求をした職員の子でなくなった場合 
 ③ 請求をした職員が請求に係る子と同居しないこととなった場合 
 ④ 請求をした職員が、負傷、疾病又は身体上若しくは精神上の障害により、請求に係る子を養育することがで

きない状態となった場合 
 

 

 （注３）請求者について、産前・産後休暇、育児休業又は介護休業が始まるとき 

    請求者について、産前・産後休暇、育児休業又は介護休業が始まった場合は、深夜勤務制限期間は

その前日に終了となります。この場合において、請求者は、学長に対して遅滞なくその旨を通知しな

ければなりません。当該休暇等の申出期限までに、必要書類を提出してください。 
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 （注５）特別養子縁組が不成立等となった場合 

民法第８１７条の２第１項の規定による請求に係る家事審判事件が終了した場合（特別養子縁

組の成立の審判が確定した場合を除く。）又は養子縁組が成立しないまま児童福祉法第２７条第

１項第３号の規定による措置が解除された場合は、当該事由が生じた日に育児休業は終了となり

ます。この場合において、申出者は、学長に対して、原則として当該事由が生じた日にその旨を通

知しなければなりません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

育児・介護休業等規則第15条／育児介護休業法第19条・第20条の2 

深夜勤務の制限を受ける職員に対し、学長は必要に応じて昼間勤務へ転換させることがあります。 
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９ 育児のための早出遅出勤務 

 
 
 小学校就学の始期に達するまでの子を養育する職員が当該子を養育するために請求した場合は、業務

の正常な運営に支障がある場合を除き、１日の勤務時間の長さを変えることなく始業・終業の時刻を繰

り上げ又は繰り下げて勤務することができます。 

  ※「子」･･･養子及び法律上の親子関係に準ずる関係にある子を含む。 
 

 

 請求することができる職員 

      小学校就学の始期に達するまでの子を養育する職員（パートタイム職員を除く。） 

 

 利用できる期間 

   子が小学校就学の始期に達する（６歳の誕生日の前日の属する年度の３月３１日）まで 

 

 請求単位 

１日 

   早出遅出勤務に係る「始業の時刻」  午前７時以降 

            「終業の時刻」  午後１０時以前 

 

 手続き                    

請 求 事 由 請 求 期 限 提 出 書 類 

請求するとき 
 
 
 
 

事前に 
 
 
 
 

①育児早出遅出勤務請求書 
②請求に係る子の出生(予定)年月日が確認できる書類（母

子手帳の写しなど。以下同じ。）（以前に同一の子につ

いて当該制度を利用したことがある場合は省略可） 

①開始予定日前に請求期間 

 を変更したいとき 
②始業及び終業時刻・曜日 

 を変更したいとき 

「手続き一覧」（40頁）参

照 
 
 

育児申出（請求）内容変更届 
 
 
 

請求を撤回したいとき 開始予定日の前日まで 育児休業等撤回届 

請求に係る子を養育しないこと

となった場合等（注１） 
すみやかに 
 

育児休業等終了届 
 

請求者について、産前・産後休暇

、育児休業又は介護休業が始まる

とき（注２） 

当該休暇等の申出期限まで 
 

当該休暇等申出時の提出書類 
 
 

特別養子縁組が不成立等となっ

た場合（注４） 

すみやかに 
 

育児休業等終了届 
 

期間中に制度の利用を中止した

いとき 
事前に 
 

育児休業等終了届 
 

請求後に、請求に係る子が出生し

たとき 
出生後すみやかに 
 

①育児休業等対象児出生届 
②請求に係る子の出生年月日が確認できる書類 

   （提出先）請求者→所属長→各部局担当事務→人事企画課 

            

 （注１）請求に係る子を養育しないこととなった場合等 

   (１) 早出遅出勤務開始予定日の前日までに請求者が当該請求に係る子の養育をしないこと     

となった場合（注３） 

      当該請求はされなかったものとみなします。この場合において、請求者は、学長に対して遅滞な

くその旨を通知しなければなりません。 
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   (２) 早出遅出勤務期間中に次のいずれかの事由が生じた場合 

      早出遅出勤務期間は当該事由が生じた日に終了となります。この場合において、請求者は、学長

に対して遅滞なくその旨を通知しなければなりません。 

     ① 請求に係る子を養育しないこととなった場合（注３） 

        ② 請求に係る子が小学校就学の始期に達した場合 

     ③その他、請求要件を満たさなくなった場合 
 
 
（注３）請求に係る子の養育をしないこととなった場合 
  ① 請求に係る子が死亡した場合 
  ② 請求に係る子が離縁又は養子縁組の取消しにより請求をした職員の子でなくなった場合 
  ③ 請求をした職員が請求に係る子と同居しないこととなった場合 
  ④ 請求をした職員が、負傷、疾病又は身体上若しくは精神上の障害により、請求に係る子を養育すること

ができない状態となった場合 
 
 

 

 （注２）請求者について、産前・産後休暇、育児休業又は介護休業が始まるとき 

     請求者について、産前・産後休暇、育児休業又は介護休業が始まった場合は、早出遅出勤務期間

はその前日に終了となります。この場合において、請求者は、学長に対して遅滞なくその旨を通知

しなければなりません。当該休暇等の申出期限までに、必要書類を提出してください。 

 

 （注４）特別養子縁組が不成立等となった場合 

民法第８１７条の２第１項の規定による請求に係る家事審判事件が終了した場合（特別 

養子縁組の成立の審判が確定した場合を除く。）又は養子縁組が成立しないまま児童福祉法第２７

条第１項第３号の規定による措置が解除された場合は、当該事由が生じた日に育児休業は終了とな

ります。この場合において、申出者は、学長に対して、原則として当該事由が生じた日にその旨を

通知しなければなりません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

育児・介護休業等規則第15条の2 
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１０ 育児のためフレックスタイム制勤務 

 
 
 小学校就学の始期に達するまでの子と同居し、養育する職員が当該子を養育するために請求した場合

は、業務の正常な運営に支障がある場合を除き、フレックスタイム制による勤務をすることができま

す。 

  ※「子」･･･養子及び法律上の親子関係に準ずる関係にある子を含む。 
 

 

 フレックスタイムの勤務時間帯等 

(１)清算期間 毎月１日から末日までの１か月間 

(２)清算期間における所定労働時間 ７時間４５分×清算期間中の所定労働日数 

(３)標準となる１日の労働時間 ７時間４５分 

(４)コアタイムの時間帯 

（必ず勤務しなければならない時間帯） 

１０：００～１５：００ 

（休憩１２：００～１３：００） 

(５)フレキシブルタイムの時間帯 

（始業・終業時間を職員の決定に委ねる時間帯） 

始業時間帯  ７：３０～１０：００ 

終業時間帯 １５：００～１９：００ 
 

   清算期間(１)ごとにあらかじめ定めた所定労働時間(２)勤務することを条件に、フレキシブルタイム

(５)の範囲内で始業及び終業の時刻を職員自身で決定することができます。 

 

 請求することができる職員 

      小学校就学の始期に達するまでの子と同居し、養育する職員 
 

 
 ただし、次の(1)～(4)のいずれかに該当する職員は育児のためのフレックスタイム制を請求す

ることができません。 

 (1) 裁量労働制適用職員 

 (2) 変形労働時間制適用職員（医学部附属病院勤務時間等規則第３条に規定するシフト勤務制

適当者を含む。） 

 (3) 附属学校・幼稚園勤務職員（事務系職員を除く。） 

 (4) パートタイム職員 
 

 
 

 利用できる期間 

   子が小学校就学の始期に達する（６歳の誕生日の前日の属する年度の３月３１日）まで 

 

 請求単位 

月の１日から末日までの１か月単位で、１回につき１か月以上６か月以内の期間 

   （回数制限なし） 

 

 

 

フレキシブルタイム コアタイム 休憩 コアタイム フレキシブルタイム 

7;30 
▼ 

8;30 
▼ 

10;00 
▼ 

12;00 
▼ 

13;00 
▼ 

15;00 
▼ 

17;15 
▼ 

19;00 
▼ 

勤 務 時 間 帯 

標 準 勤 務 時 間 帯 
（通常の職員の所定勤務時間帯） 

始業時間帯 

（いつ出勤してもよい時

間帯） 

必ず勤務しなければならない時間帯 

（休憩時間を除く） 

 

終業時間帯 

（いつ退勤してもよい時間帯） 
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 手続き                    （提出先）請求者→所属長→各部局担当事務→人事企画課 

請 求 事 由 請 求 期 限 提 出 書 類 

請求するとき 
 
 
 

開始予定日の１か月前まで 
 
 

①育児のためのフレックスタイム制勤務請求書 
②請求に係る子の出生(予定)年月日が確認できる書類（母

子手帳の写しなど。以下同じ。）（以前に同一の子 につ

いて当該制度を利用したことがある場合は省略可） 

開始予定日前に請求期間を変更

したいとき 
「手続き一覧」（41頁）参

照 
育児申出（請求）内容変更届 
 

請求を撤回したいとき 開始予定日の前日まで 育児休業等撤回届 

請求に係る子を養育しないこと

となった場合 

（注１） 

すみやかに 
 
 

育児休業等終了届 
 
 

請求者について、産前・産後休暇

、育児休業又は介護休業等が始ま

るとき（注２） 

当該休暇等の申出期限まで 
 
 

当該休暇等申出時の提出書類 
 
 
 

特別養子縁組が不成立等となっ

た場合（注４） 

すみやかに 
 

育児休業等終了届 
 

期間中に制度の利用を中止した

いとき 
中止する月の前月末日まで 

育児休業等終了届 
 

請求後に、請求に係る子が出生し

たとき 
出生後すみやかに 
 

①育児休業等対象児出生届 
②請求に係る子の出生年月日が確認できる書類 

               
 （注１）請求に係る子を養育しないこととなった場合 

   (１) フレックスタイム制勤務開始予定日の前日までに請求者が当該請求に係る子の養育を     

しないこととなった場合（注3） 

      当該請求はされなかったものとみなします。この場合において、請求者は、学長に対して遅滞な

くその旨を通知しなければなりません。 
 
   (２) フレックスタイム制勤務期間中に次のいずれかの事由が生じた場合 

      フレックスタイム制勤務期間は当該事由が生じた日に終了となります。この場合にお     

いて、請求者は、学長に対して遅滞なくその旨を通知しなければなりません。 

     ① 請求に係る子を養育しないこととなった場合（注３） 

     ②請求に係る子が小学校就学の始期に達した場合 

     ③その他、請求要件を満たさなくなった場合 
 
 
（注３）請求に係る子の養育をしないこととなった場合 
  ① 請求に係る子が死亡した場合 
  ② 請求に係る子が離縁又は養子縁組の取消しにより請求をした職員の子でなくなった場合 
  ③ 請求をした職員が請求に係る子と同居しないこととなった場合 
  ④ 請求をした職員が、負傷、疾病又は身体上若しくは精神上の障害により、請求に係る子を養育すること

ができない状態となった場合 
 
 
 

 （注２）請求者について、産前・産後休暇、育児休業又は介護休業等が始まるとき 

    請求者について、産前・産後休暇、育児休業、介護休業、育児・介護短時間勤務、育児・介護早出

遅出勤務が始まった場合は、フレックスタイム制勤務期間はその前日に終了となります。この場合に

おいて、請求者は、学長に対して遅滞なくその旨を通知しなければなりません。当該休暇等の申出期

限までに、必要書類を提出してください。 

 

 （注４）特別養子縁組が不成立等となった場合 

    民法第８１７条の２第１項の規定による請求に係る家事審判事件が終了した場合（特別養子縁組の

成立の審判が確定した場合を除く。）又は養子縁組が成立しないまま児童福祉法第２７条第１項第３

号の規定による措置が解除された場合は、当該事由が生じた日に育児休業は終了となります。この場
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合において、申出者は、学長に対して、原則として当該事由が生じた日にその旨を通知しなければな

りません。 

 

 給与 

   所定労働時間に対し、実労働時間が超過又は不足する場合は、給与の調整があります。 

      (１) 超過した場合  超過した時間数に対し、時間外手当を支給 

    (２) 不足した場合  不足した時間に対する給与を減額 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

育児・介護休業等規則第15条の3／フレックスタイム制に関する協定書 
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Ⅳ 職員が不妊治療と仕事の両立のために利用できる制度 

 

１ 出生サポート休暇 常 勤 職 員     ：有給 

非常勤職員：有給 

 
 
  職員が不妊治療に係る通院等のため勤務しないことが相当であると認められる場合に、出生サポー

ト休暇を取得することができます。 
 

 

 

 

 

 

 対象となる治療 

   出生サポート休暇の対象となる「不妊治療」とは、不妊の原因等を調べるための検査、不妊の原因と

なる疾病の治療、タイミング法、人工授精、体外受精、顕微授精等を指します。「等」に含まれるもの

としては、例えば、排卵誘発法があります。 

   体外受精に係る移植後の経過観察、ホルモン補充、妊娠判定等のための通院も出生サポート休暇の対

象となります。 

 

 利用できる期間 

   一の年度において５日（当該通院等が体外受精、顕微授精である場合にあっては、１０日）の範囲内

の期間 

 

 申出単位 

   １日/１時間/１分（裁量労働制適用者は１日単位のみ）     

       

 手続き 

   （提出書類）休暇簿 

          ※ 残日数欄には付与（限度）日数から当該取得日時数を差し引いた日時数を記入 

          ※ 備考欄（休暇の理由等欄）には「出生サポート休暇」と記入 
 

   （提 出 先）申出者→所属長→各部局担当事務       

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 職員就業規則第59条第1項第21号（特別休暇） 

 非常勤職員就業規則第31条第1項第21号（有給休暇） 

  

不妊治療を受けるための医療機関への通院や、その医療機関が実施する不妊治療に関 

 する説明会への出席などで使用できます。（移動の時間を含む。） 

  また、入院も出生サポート休暇の対象となります。 
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Ⅴ 手続き一覧       各制度の頁をご一読のうえ、手続きを行ってください。 

制度 頁 申出（請求）時期 提出書類 

 

休 

 

暇 

 

等 

 

 

 保健指導・健康診査 

 通勤緩和 

 産前休暇 

 産後休暇 

 配偶者出産休暇 

 男性育児参加休暇 

 育児休暇 

 看護休暇 

 出生サポート休暇 

3 

4 

10 

11 

12 

13 

14 

15 
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事前に（産後休暇は出産後すみやかに） 

 

 

 

 

 

 

 

左記頁参照 

産後早期復帰申出書（様式16） 

 

 

 

 

 

 

妊 

産 

婦 

勤

務 

免

除 

 時間外勤務、休日勤務、

深夜勤務の免除 

 

 変形労働時間制の免除 

 

 

8 

 

 

9 

 

 

 

請求 

 

 

事前に 

 

 

①妊産婦勤務免除請求書（様式１） 

②請求に係る出産（予定）年月日が確認できる 

書類 

撤回 開始予定日の前日まで 妊産婦勤務免除撤回届（様式２） 

終了 利用を中止したいとき、事前に 妊産婦勤務免除終了届（様式３） 

請求後に出産したとき、すみやかに 

 

①妊産婦勤務免除出産届（様式４） 

②請求に係る出産年月日が確認できる書類 

 

 

 

 

 

 

 

育 

 

 

 

児 

 

 

 

の 

 

 

 

た 

 

 

 

め 

 

 

 

の 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 育児休業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

16 

～ 

22 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

申出 

 

 

開始予定日の１か月前まで（特例

１の場合は１週間前まで、特例２

の場合は２週間前まで） 

①育児休業申出書（様式６－１）（男性職員の

場合は、様式６－３） 

②申出に係る子の出生（予定）年月日が確認で 

きる書類 

開始

日の

繰上 

繰り上げ後の開始予定日の１週間

前まで（終了予定日の繰り上げは

不可） 

①育児休業期間変更申出書（様式７） 

②申出に係る子の出生（予定）年月日が確認で 

きる書類 

撤回 開始予定日の前日まで 育児休業等撤回届（様式８） 

終了 

 

 

 

 

申出に係る子を養育しないことと

なった日 

育児休業等終了届（様式９） 

 

申出者について、産前・産後休暇

、出生時育児休業、介護休業又は

新たな育児休業が始まるとき、当

該休暇等の申出期限までに 

当該休暇等申出時の提出書類 

 

 

特別養子縁組が不成立等となった

場合、すみやかに 

育児休業等終了届（様式９） 

 

延長 

 

終了予定日の１か月前まで（特例

の場合は２週間前まで） 

育児休業期間変更申出書（様式７） 

 

申出後、申出に係る子が出生したとき、す

みやかに 

①育児休業等対象児出生届（様式５） 

②申出に係る子の出生年月日が確認できる書類 

 出生時育児休業 23 

～ 

26 

申出 開始予定日の２週間前まで（特例

の場合は１週間前まで） 

①出生時育児休業申出書（様式６－４） 

②申出に係る子の出生（予定）年月日が確認で 

きる書類 

開始

日の

繰上 

繰り上げ後の開始予定日の１週間

前まで（終了予定日の繰り上げは

不可） 

①出生時育児休業期間変更申出書（様式７） 

②申出に係る子の出生（予定）年月日が確認で 

きる書類 

撤回 開始予定日の前日まで 育児休業等撤回届（様式８） 

終了 申出に係る子を養育しないことと

なった日 

育児休業等終了届（様式９） 

 

申出者について、産前・産後休暇

、育児休業、介護休業又は新たな

出生時育児休業が始まるとき、当

該休暇等の申出期限までに 

当該休暇等申出時の提出書類 

 

 

特別養子縁組が不成立等となった

場合、すみやかに 

育児休業等終了届（様式９） 

 

延長 終了予定日の２週間前まで 

 

出生時育児休業期間変更申出書（様式７） 

 

申出後、申出に係る子が出生したとき、す

みやかに 

①育児休業等対象児出生届（様式５） 

②申出に係る子の出生年月日が確認できる書類 
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 育児短時間勤務 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

27 

～ 

30 

 

 

 

 

 

 

 

申出 

 

 

 

開始予定日の１か月前まで 

 

 

 

①育児短時間勤務申出書（様式11-1） 又は 

 育児短時間勤務請求書（様式11-2） 

②申出（請求）に係る子の出生（予定）年月日 

が確認できる書類 

変更 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①開始予定日前に申出（請求）期

間 を変更したいとき 

 ・開始予定日の繰り上げ繰り上  

げ後の開始予定日の前日まで 

 ・開始予定日の繰り下げ当初の  

開始予定日の前日まで 

 ・終了予定日の変更開始予定日  

の前日まで 

②勤務形態を変更したいとき、事

前に（医学部附属病院勤務者の特

例の場合は、月途中からの変更不

可） 

育児申出（請求）内容変更届（様式10） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

撤回 開始予定日の前日まで 育児休業等撤回届（様式８） 

 

 

 

 

 

 

終了 

 

 

 

 

申出（請求）に係る子を養育しな

いこととなった場合、すみやかに 

育児休業等終了届（様式９） 

 

申出者について、産前・産後休暇

、介護休業又は新たな育児休業が

始まるとき、当該休暇等の申出期

限までに 

当該休暇等申出時の提出書類 

 

 

 

特別養子縁組が不成立等となった

場合、すみやかに 

育児休業等終了届（様式９） 

 

利用を中止したいとき、事前に（

医学部附属病院勤務者の特例の場

合は中止する月の前月末日までに

） 

育児休業等終了届（様式９） 

 

申出（請求）後に、申出に係る子が出生し

たとき、すみやかに 

①育児休業等対象児出生届（様式５） 

②申出（請求）に係る子の出生年月日が確認で

きる書類 

 所定外勤務の免除  

 

 

 

時間外勤務の制限 

 

 

 

 深夜勤務の制限 

 

 

 

 早出遅出勤務 

 

31 

～ 

32 

 

33 

～ 

34 

 

35 

～ 

37 

 

38 

～ 

39 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

請求 

 

 

 

 

 

開始予定日の１か月前まで 

（早出遅出勤務は「事前に」） 

 

 

 

 

①育児所定外勤務免除請求書（様式18） 

 育児時間外勤務制限請求書（様式12） 

 育児深夜勤務制限請求書（様式13） 

 育児早出遅出勤務請求書（様式14） 

②請求要件証明書類（深夜勤務の制限のみ） 

③請求に係る子の出生（予定）年月日が確認で 

きる書類 

変更 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①開始予定日前に請求期間を変更

したいとき 

 ・開始予定日の繰り上げ繰り上

げ後の開始予定日の前日まで 

 ・開始予定日の繰り下げ当初の  

開始予定日の前日まで 

 ・終了予定日の変更開始予定日  

の前日まで 

②曜日を変更したいとき、事前に 

（深夜勤務の制限） 

③始業及び終業時刻・曜日を変更

したいとき、事前に（早出遅出勤

務） 

育児申出（請求）内容変更届（様式10） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

撤回 開始予定日の前日まで 育児休業等撤回届（様式８） 

終了 

 

 

 

 

 

請求に係る子を養育しないことと

なる等の事由が生じたとき、すみ

やかに 

育児休業等終了届（様式９） 

 

 

請求者ついて、産前・産後休暇、

育児休業又は介護休業が始まると

き、当該休暇等の申出期限までに 

当該休暇等申出時の提出書類 
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 特別養子縁組が不成立等となった

場合、すみやかに 

育児休業等終了届（様式９） 

 

利用を中止したいとき、事前に 育児休業等終了届（様式９） 

請求後に、請求に係る子が出生したとき、

すみやかに 

①育児休業等対象児出生届（様式５） 

②請求に係る子の出生年月日が確認できる書類 

 フレックスタイム制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

40 

～ 

42 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

請求 

 

 

 

開始予定日の１か月前まで（更新

の場合は２週間前） 

 

 

①育児のためのフレックスタイム制勤務請求書

（様式15） 

②請求に係る子の出生（予定）年月日が確認で 

きる書類 

変更 

 

 

 

 

 

 

 

開始予定日前に請求期間を変更し

たいとき 

 ・開始予定日の繰り上げ繰り上  

げ後の開始予定日の前日まで 

 ・開始予定日の繰り下げ当初の  

開始予定日の前日まで 

 ・終了予定日の変更開始予定日  

の前日まで 

育児申出（請求）内容変更届（様式10） 

 

 

 

 

 

 

 

撤回 開始予定日の前日まで 育児休業等撤回届（様式８） 

終了 

 

 

 

 

 

 

 

 

請求に係る子を養育しないことと

なった場合、すみやかに 

育児休業等終了届（様式９） 

 

請求者ついて、産前・産後休暇、

育児休業、介護休業、育児・介護

短時間勤務、育児・介護早出遅出

勤務が始まるとき 、当該休暇等の

申出期限までに 

当該休暇等申出時の提出書類 

 

 

 

 

特別養子縁組が不成立等となった

場合、すみやかに 

育児休業等終了届（様式９） 

 

利用を中止したいとき、中止する

月の前月末日までに 

育児休業等終了届（様式９） 

 

請求後に、請求に係る子が出生したとき、

すみやかに      

①育児休業等対象児出生届（様式５） 

②請求に係る子の出生年月日が確認できる書類 

 

   各制度の頁をご一読のうえ、手続きを行ってください。 

 

 

「子」･･･養子及び法律上の親子関係に準ずる関係にある子を含む 

「○歳に達する日」＝ ○歳の誕生日の前日 

「小学校就学の始期に達するまで」＝ ６歳の誕生日の前日の属する年度の３月３１日まで 
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育児休業対象職員チェックシート 

 

育児休業を希望される任期付職員（任期法教員、任期付テニュアトラック教員、任期付病院医師及び任期

付看護職員を除く。）及び任期を付されている非常勤職員の方は、このシートで自分が育児休業をすること

ができる職員がどうかを確認することができます。 
 
 育児休業をすることができるのは、以下を満たす職員です。 

※「子」･･･養子及び法律上の親子関係に準ずる関係にある子を含む 

(１) ３歳に満たない子と同居し、養育する職員 

(２) 申出時点において、雇止めが明示されている職員にあっては、その雇止めの日が申出に係る子 

    が１歳６月に達する日後であること。 
 

①出産日        年   月   日 

②産後休暇（出産日の翌日から８週間） 

       年   月   日 

                 ～ 

       年   月   日 

③育児休業申出日（育児休業開始予定日の１か月前までに申出）           年   月   日 

④育児休業開始予定日       年   月   日 

⑤申出に係る子が１歳６月に達する日（１歳６か月になる日の前日）       年   月   日 

⑥雇止めの日       年   月   日 

 
 

 
 

  

残念ながら育児休業を

することはできませ

ん。要件を満たした場

合に再度チェックして

ください。 

④育児休業開始予定日－③育児休業申出日 ≧ １か月 

残念ながら育児休業を

することはできません。 
育児休業をすることができます。 

３歳に満たない子と同居し、 

養育する職員 

⑤子が１歳６月に達する日 ＜ ⑥雇止めの日 

No 

No 

No 

Yes 

Yes 

Yes 
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出生時育児休業対象職員チェックシート 

 

出生時育児休業を希望される任期付職員（任期法教員、任期付テニュアトラック教員、任期付病院医師及

び任期付看護職員を除く。）及び任期を付されている非常勤職員の方は、このシートで自分が出生時育児休

業をすることができる職員がどうかを確認することができます。 
 
 出生時育児休業をすることができるのは、以下を満たす職員です。 

※「子」･･･養子及び法律上の親子関係に準ずる関係にある子を含む 

 (１) 出生後８週間までの子と同居し、養育する職員※ 

 (２) 雇止めの日が、子の出生の日（出産予定日前に当該子が出生した場合にあっては、当該出産予定

日）から起算して８週間を経過する日の翌日から６月に達する日後であること。 
 

 ※出産日が前後した場合、「出生後８週間」を以下の期間に読み替えます。 

  出産日が出産予定日より、 

   前の場合･･･出生の日 ～ 出産予定日から起算して８週間を経過する日の翌日 

   後の場合･･･出産予定日 ～ 出生の日から起算して８週間を経過する日の翌日 
 

①出産日        年   月   日 

②出生時育児休業申出日（出世時育児休業開始予定日の２週間前までに申

出） 
          年   月   日 

③出生時育児休業開始予定日       年   月   日 

④申出に係る子の出生の日から起算して８週間を経過する日の翌日から

６月に達する日 
      年   月   日 

⑤雇止めの日       年   月   日 

 
 

 

 

  

残念ながら出生時育児

休業をすることはでき

ません。要件を満たし

た場合に再度チェック

してください。 

③出生時育児休業開始予定日－②出生時育児休業

申出日 ≧ ２週間 

残念ながら出生時育児

休業をすることはでき

ません。 

出生時育児休業をすることができ

ます。 

出生後８週間までの子と同

居し、養育する職員 

④子が出生の日から起算して８週間を経過する日の

翌日から６月に達する日 ＜ ⑤雇止めの日 

No 

No 

No 

Yes 

Yes 

Yes 
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